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～ はじめに ～ 

 

 

 

平成 28 年 2 月の規制改革会議健康・医療ワーキンググループにおいて、社会保険診療報酬支

払基金（以下「支払基金」という。）についての見直し等が示されたことを受けて、同年 4 月に

厚生労働省に「データヘルス時代の質の高い医療の実現に向けた有識者検討会」（以下「有識者

検討会」という。）が設置され、その報告書が平成 29 年 1 月に取りまとめられた。 

これを受けて、平成 29 年 7 月 4 日、厚生労働省、支払基金、国民健康保険中央会（以下「中

央会」という。）は、「国民の健康確保のためのビッグデータ活用推進に関するデータヘルス改

革推進計画・工程表」（以下「データヘルス推進計画」という。）を公表した。 

この中で、ビッグデータとしての国保データベース（以下「KDB」という。）が保険者機能強

化支援の役割を果たすことへの期待感、保険者努力支援制度やデータヘルス計画におけるデー

タ分析に関する KDB システムの有用性等が示された。 

こうした状況を踏まえ、中央会では、国民健康保険団体連合会（以下「連合会」という。）及

び中央会の意見を厚生労働省における検討等へ反映できるようにするとともに、今後の対応策

等について検討を行う場としてビッグデータ利活用推進委員会を設置し、さらには同委員会の

下に、学識者や地方行政職等を構成メンバーとして KDB システムの利活用について専門的に

検討を行う KDB 等利活用部会を設置し、必要な検討を行うこととした。 

本報告書は、学識者、地方行政職、連合会職員等により構成された当 KDB 等利活用部会にお

いて、保険者機能強化のための KDB システム利活用拡大について議論を重ねた結果として、一

定の方向性を示したものである。 

今後、本報告書に書かれた内容を基に、中央会及び連合会が具体策について検討を行い、予

算や人材の確保の面も含め厚生労働省、都道府県、市町村、国民健康保険組合及び後期高齢者

医療広域連合（以下「保険者」という。）の理解を得ながら、KDB システムに必要な機能等の充

実を図り、データヘルス分野において、より一層の貢献を果たせるよう努めていくことが望ま

れる。 
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第１章  データヘルスの推進と KDB システムをめぐる国の動き 

1.  健康・医療・介護のビッグデータを活用したデータヘルス改革 

1．1． データヘルス時代の質の高い医療の実現に向けた有識者検討会 

平成 28 年 2 月の規制改革会議健康・医療ワーキンググループにおいて、支払基金の見直し等

が示されたことを受けて、同年 4 月に厚生労働省に有識者検討会が設置され、その報告書が平

成 29 年 1 月に取りまとめられた。 

この中で、電子化されたレセプト、健診等のデータが集積していることから、健康・医療・

介護のデータをビッグデータとしてとらえ、その活用を検討することの必要性が指摘されてい

る。 

こうした健康・医療・介護のデータを連結するプラットフォーム構築に関わる取組みについ

ては、「既存のインフラを最大限に活用する観点からも、現に医療・介護のレセプト情報や特定

健診等の情報を扱っている支払基金・中央会において、その質の運営・管理を制度横断的・統

一的に行うことが望ましい。」とされ、データベース間の連携や利活用の基盤を支えることが支

払基金・中央会等の重要な役割であるとされた。 

また、KDB システムについては、医療・介護全般に関して、保険者機能の強化の観点から、

更なる活用の拡大の取組みが期待されると示された。 

 

1．2． 国民の健康確保のためのビッグデータ活用推進に関するデータヘルス改革推進計画・工程

表 

平成 29 年 7 月 4 日、厚生労働省、支払基金、中央会は「国民の健康確保のためのビッグデー

タ活用推進に関するデータヘルス改革推進計画・工程表」を公表した。 

この中では、保健医療に関するビッグデータの活用推進が提案され、中央会・支払基金によ

るデータプラットフォーム化における役割への期待、保険者機能強化のための KDB システム

の活用拡大への取組みへの期待等が示されている。 

保険者のデータヘルス支援に関する事業として、既に、連合会では、健康・医療・介護の情

報を連結した KDB システムが実装されていること等の事例を参考として、以下のような今後1

の取組みが示されている。 

 

 加入者やその家族の健康状態や健康行動の状況、医療費等をスコアリングし、各保

険者、事業主に提供し、これにより、保健事業の効果のエビデンスを蓄積するとと

もに、エビデンスに基づく将来の財政効果のシミュレーションを行うこと。 

                                                        
1 データヘルス推進計画では、現状でも提供可能なデータについては平成 30 年度から実施することとし、本格的
な運用は平成 32 年度以降を想定している。 
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 加入者やその家族への効果的、効率的な保健指導等のため、データ解析によるハイ

リスク者の抽出等を含め、加入者の慢性疾患の発症予防、重症化予防、介護予防の

取組みを、保険者が効率的に実施できるよう、保険者に対して、必要なデータ分析・

提供等を行うこと。 

 

データヘルス推進計画で示された工程表では、中央会・支払基金はビッグデータ利活用のた

めの保健医療データプラットフォーム2構築や保険者のデータヘルス支援を行い、平成 32 年度

（2020 年度）には「健康・医療・介護 ICT3」の本格稼働を目指すこととされ、それまでに、両者

は体制整備を併せて行うことともされた。また、保健医療データプラットフォームの構築後の

取組みとして、個人の健康管理に資する情報の一元的な管理（本人への PHR4サービス実施）を

行い、個人の健康データをヒストリカルに、本人に対して提供する取組みについても、中央会・

支払基金等が取り扱うデータを活用した実施可能な取組みの一つとされている。 

 

2.  データヘルスをめぐる国の動向（KDB システムを中心に） 

ここで述べる様々なデータヘルスや保険者機能強化等の国の動向に関する通知やガイドライ

ン等において、KDB システムを利活用した取組についてふれられており、KDB システムの利活

用拡大に対する期待感をうかがうことができる。 

 

2．1． データヘルス事業の推進 

平成 18 年 4 月 10 日付けの厚生労働省通知（療養の給付、老人医療及び公費負担医療に関す

る費用の請求に関する省令の一部を改正する省令の施行について）により、平成 23 年度から、

一部の例外を除きすべての保険医療機関（病院、診療所、薬局）に対して、オンラインによる

レセプトの請求を義務づけた。また、平成 20 年度から始まった特定健診制度では、健診データ

の電子的標準化が図られた。 

この流れを背景に、平成 25 年 6 月 14 日に閣議決定された「日本再興戦略」では、「全ての健

康保険組合に対し、レセプト等のデータの分析、それに基づく加入者の健康保持増進のための

事業計画として「データヘルス計画」の作成・公表、事業実施、評価等の取組みを求めるとと

もに、市町村国保が同様の取組みを行うことを推進する。」とされ、レセプト・健診情報等のデ

ータ分析に基づく保健事業の実施を推進することが保険者に求められた。 

即ち、電子化されているレセプトや特定健診等の情報を活用して被保険者等の健康課題を分

析し、それに基づく適切な保健事業の計画（データヘルス計画）の策定・実施・評価の仕組み

を活用して、効果的な保健事業に取り組むことを、医療保険者に期待するものである。 

 

                                                        
2 研究者、民間、保険者、都道府県等が、保健医療データを迅速・円滑に利用可能にするために、個人情報の確実
な保護を前提として健康・医療・介護のビッグデータを連結するためのプラットフォーム。 

3 Information and Communication Technology。 
4 Personal Health Record。 
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2．2． 保健事業の実施計画（データヘルス計画）策定の手引きの公表 

国はデータヘルス事業の推進の流れの中で、平成 26 年 6 月には保健事業の実施等に関する

指針（厚生労働省告示）等5を改正し、医療保険者に対し健康・医療情報を活用して PDCA サイ

クルに沿った効果的かつ効率的な保健事業の実施を図るための保健事業の実施計画（データヘ

ルス計画）を策定した上で、保健事業の実施・評価・改善等を行うものとした。 

こうした中、平成 26 年 6 月 12 日には市町村国保、国民健康保険組合（以下「国保組合」と

いう。）について、同年 7 月 31 日には後期高齢者医療について、それぞれ「保健事業の実施計

画（データヘルス計画）作成の手引き」（以下「手引き」という。）が策定され、平成 29 年 9 月、

その改訂が行われた。 

同手引きにおいては、市町村国保、国保組合及び後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」

という。）においては、健康や医療に関する情報を活用した被保険者の健康課題の分析、保健事

業の評価等を行うための基盤整備が進んでいるとの認識を示すとともに、連合会に対して「保

険者等による KDB 等のデータ分析の質を高めるため、保険者等のニーズをくみ上げた迅速な

帳票の改修、保険者等の職員向け研修の充実に努めることが期待される」6としている。 

また、保険者による KDB システムの活用についての具体的な着眼点として、①KDB システ

ムの活用を基本としつつ、各種データベースを活用することが有効であること、②KDB システ

ムにかかる操作研修の受講、他保険者の計画における KDB システム活用の好事例の情報収集

等に努めること、③同規模保険者との比較分析等の観点から、自らの立ち位置を確認するため、

KDB システム等を活用し、比較分析を行うこと等が示されている7。 

 

2．3． 保険者努力支援制度等の実施 

2．3．1． 国保及び後期高齢者医療における保険者インセンティブ 

メタボリックシンドロームを起因とする生活習慣病予防対策として、高齢者の医療の確保に

関する法律により、平成 20 年度から保険者8に義務付けられた特定健康診査・特定保健指導（以

下「特定健診・保健指導」という。）の実施率を高めるため、保険者に対して、平成 25 年度か

ら後期高齢者支援金の加算・減算制度が実施されてきた。 

しかし、①一部の保険者にペナルティを課す仕組みとなっていること、②地域・職域の別な

どの状況が異なる中で、一律に実績を比較する仕組みとなっていること、③特定健診・保健指

導の実施率のみの単一の指標による評価となっているといった課題が指摘されてきたことか

ら、これらを踏まえて、平成 30 年 4 月に向けた医療保険制度改革の議論の中で、国民健康保険

に保険者努力支援制度が創設され、後期高齢者医療制度においては、取組等を特別調整交付金

に反映することとされるなど、保険者種別それぞれの特性に応じた新たなインセンティブ制度

                                                        
5 国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針（平成 16 年厚生労働省告示第 307 号）、高齢者の医療
の確保に関する法律に基づく保健事業の実施等に関する指針（平成 26 年厚生労働省告示第 141 号）。 

6 「保健事業の実施計画（データヘルス計画）策定の手引き」（平成 29 年 9 月 8 日、厚生労働省保険局）p.5。 
7 同手引き、p.9。 
8 ここでは後期高齢者医療広域連合以外の保険者をいう。 
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に見直しが行われた9。 

 

（1） 国保における保険者努力支援制度 

平成 27 年 5 月 29 日に公布された持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険

法等の一部を改正する法律（平成 27 年法律第 31 号）により、平成 30 年度から保険者努力支

援制度が実施されることなった。 

これは、医療費適正化への取組みや国保固有の構造問題への対応等を通じて保険者10機能を

発揮することにより、国民健康保険の財政基盤を強化する観点から、適正かつ客観的な評価指

標に基づき、保険者としての努力を行っていると評価される市町村（特別区を含む。以下同じ。）

や都道府県に対し交付金を交付するものである。 

さらに、平成 27 年 6 月 30 日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2015」で

は、 国保において、保険者努力支援制度の趣旨を平成 28・29 年度の補助制度に前倒しで反映

することされた。 

また、平成 30 年 1 月 30 日に開催された「全国高齢者医療・国民健康保険主幹課（部）長及

び後期高齢者医療広域連合事務局長会議」では、新たに国保組合に対する保険者努力支援制度

の評価指標が示された。 

平成 30 年度の市町村、都道府県及び国保組合に対する保険者努力支援制度の全体像（適正か

つ客観的な評価指標の概要を含む。）は表 1 及び表 2 の通りである。 

 

                                                        
9 この段落における①～③の指摘は、経済・財政一体改革推進委員会「第 5 回社会保障ワーキング・グループ参考
資料集」（平成 27 年 11 月 16 日、経済財政諮問会議 経済・財政一体改革推進委員会 社会保障ワーキング・
グループ）の p.47 の記述に基づくもの。 

10 ここでは国民健康保険法における保険者をいう。 
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表 1 市町村及び都道府県の保険者努力支援制度にかかる評価指標（概要） 

 
（資料）「医療保険制度をめぐる状況」（平成 30 年 4 月 19 日、厚生労働省保険局、第 111 回社会保障審議会医療

保険部会 資料 1-2）、p.74 

 

表 2 国保組合の保険者努力支援制度にかかる評価指標（概要） 

（国保組合分） 

 
 

（資料）「全国高齢者医療・国民健康保険主幹課（部）長及び後期高齢者医療広域連合事務局長会議」（平成 30 年

1 月 30 日、厚生労働省保険局）、p.171 

 

 

これらのうち、国保固有の指標「地域包括ケアの推進」に関して、平成 28 年 4 月の厚生労働

省保険局国民健康保険課による「保険者努力支援制度における評価指標の候補の提示について」

（保国発 0428 第 1 号）では、地域包括ケア推進の取組みの評価事項として、「KDB システム・

レセプトデータを活用した健康事業・介護予防・生活支援の対象となる被保険者の抽出」をあ
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げ、その一例として、「KDB システムで要支援・要介護の要因を分析し、その要因に重点的に受

診勧奨・保健指導を実施する等」としている。 

 

（2） 後期高齢者医療における保険者インセンティブ 

後期高齢者医療制度については、その運営主体である広域連合による予防・健康づくりや医

療費適正化が全国規模で展開されることを目的として、その取組みを支援する仕組み構築に向

けたインセンティブとして、評価指標により事業を評価し、交付金の交付に反映させることと

した11。 

評価指標は表 3 の通りである。 

 

表 3 後期高齢者医療における保険者インセンティブの評価指標 

 
（資料）「医療保険制度をめぐる状況」（平成 30 年 4 月 19 日、厚生労働省保険局、第 111 回社会保障審議会医療

保険部会 資料 1-2）、p.77 

 

 

  

                                                        
11 第 29 回保険者による健診・保健指導等に関する検討会「後期高齢者医療における保険者インセンティブ（前倒
し（平成 28 年度分））について」（平成 29 年 4 月 24 日、厚生労働省保険局高齢者医療課）。 
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2．3．2． 介護保険における保険者インセンティブ 

介護保険における保険者12機能強化推進策として、平成 29 年 6 月 2 日に公布された地域包括

ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 52 号）に

よる改正後の介護保険法において、国は、市町村及び都道府県に対し、自立支援・重症化防止

等に関する取組みを支援するため、市町村及び都道府県の様々な取組みに関する指標を設定し

た上で、交付金を交付することとした。 

また、平成 30 年 2 月 28 日の厚生労働省老健局介護保険計画課による「平成 30 年度における

保険者機能強化推進交付金（市町村分）について」等では、市町村分及び都道府県分の交付金

に係る具体的な評価指標が示された。この中で、市町村分の評価指標としては、「PDCA サイク

ルの活用による保険者機能の強化に向けた体制等の構築」、「自立支援、重症化防止等に資する

施策の推進」等が示されている。また、都道府県分の評価指標としては、「管内の市町村の介護

保険事業に係るデータ分析等を踏まえた地域課題の把握と支援計画」、「自立支援・重症化防止

等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容」等が示されている。（評価指標の詳

細については、添付資料①「平成 30 年度保険者機能強化推進交付金（市町村分及び都道府県分）

に係る評価指標」を参照。） 

 

2．4． 国保ヘルスアップ事業 

国保ヘルスアップ事業は、平成 14 年度から平成 16 年度にかけて国の補助事業として実施さ

れていた「国保ヘルスアップモデル事業」が、その成果を認められたことにより、平成 17 年度

に「国保ヘルスアップ事業」として一般事業化されたものである。 

市町村が実施する保健事業として、被保険者の健康の保持増進、疾病予防、生活の質の向上

等を目的に、KDB システム等の被保険者の医療情報や健診情報等データを電子的に用いるツー

ル並びに、連合会に設置された学識経験者等から構成される国保連合会保健事業支援・評価委

員会（以下「支援・評価委員会」という。）を活用し、保健事業を、データ分析に基づく PDCA

サイクルに沿って効率的・効果的に実施するものである。 

国保ヘルスアップ事業の交付の要件に、「保健事業全体のデータヘルス計画は、KDB システ

ム等のデータ分析を可能とするデータシステム（以下「KDB システム等」という。）の被保険者

の医療情報や健診情報等データを電子的に用いるツール等を活用し策定すること」、「個別の保

健事業の実施計画は、KDB システム等を活用して策定し、事業区分ごとに予め評価指標を設定

し、評価すること」とされている。 

また、平成 30 年度からの都道府県ヘルスアップ支援事業においても、市町村の現状把握・分

析の中の例示において、KDB システムと他のデータベースを併せた分析が挙げられており、

KDB システムの活用が示されている。さらに、事業実施経費として、都道府県国保ヘルスアッ

プ支援事業及び国保ヘルスアップ事業において、連合会へのデータ分析委託経費は、対象経費

とされている。 

                                                        
12 ここでは介護保険における保険者（市町村及び特別区）をいう。 
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2．5． 都道府県の役割の強化 

平成 30 年度からの新国保制度施行に伴い、財政運営責任を都道府県が担うこととなり、都道

府県の役割が強化された。これに伴い、平成 29 年 10 月の社会保障審議会医療保険部会では、

都道府県における保険者横断的な取組みに資するよう、保険者努力支援制度において、KDB シ

ステムを活用した都道府県内の医療費分析、市町村への結果の提供等による医療費適正化への

取組みをインセンティブの評価項目に位置付け支援していく考え方が示された。 

 

2．6． 糖尿病性腎症重症化予防事業 

世界主要国の中では、日本が最も人工透析患者数（人口当たり）が多い。このうち、原疾患

が糖尿病性腎症である者が平成 25 年度末において 43.7％と最も多く、医科診療医療費全体のう

ち糖尿病による医療費は平成 26 年度において約 1.2 兆円（4.4％）を占めた。また、人工透析に

は、平成 25 年度末において一人月額約 40 万円、年間約 1.57 兆円を要する等、医療費全体から

見ても大きな課題とされてきた。 

こうした背景により、平成 28 年 4 月 20 日、「重症化リスクの高い医療機関未受診者等に対す

る受診勧奨・保健指導を行い治療につなげるとともに、通院患者のうち重症化リスクの高い者

に対して主治医の判断で対象者を選定して保健指導を行い、人工透析等への移行を防止する。」

との目的で、糖尿病性腎症重症化予防プログラム（保発 0420 第 4 号保険局長通知）が策定され

た。そして、平成 29 年 7 月、「糖尿病性腎症重症化予防の更なる展開に向けて」のとりまとめ

13が行われ、重症化予防事業を更に展開していく方向性が示された。 

その中で、連合会に対する更なる展開に向けた取組みとして、①健診データと合わせてレセ

プトデータから受診状況、服薬等の状況の確認ができるため、KDB システムによりレセプトデ

ータの活用を再検討することが重要であること、②今後も支援・評価委員会や KDB システムを

充実して市町村への支援を行うことが示された。 

 

2．7． 高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン 

平成 30 年 4 月に国から公表された「高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン」におい

て、広域連合には医療保険者機能として、高齢者医療制度の運営を通じて健康・医療情報を総

括的に有しており、多病・多剤処方などの状態にある高齢者の全体像を把握することができ、

市町村等と協力することにより地域住民の身近なところで、健康支援を行うことにより、適正

な医療受診へと導くことができるなどという強みがあるとされ、広域連合は市町村への円滑な

情報提供が求められ、KDB システムの活用が示されている。 

また、同ガイドラインでは、「KDB システムは、健診や医療・介護のレセプト情報を保有し、

さまざまな観点から比較・分析できるツールであり、健康課題を把握して、事業の対象者抽出

                                                        
13 重症化予防（国保・後期広域）ワーキンググループ（厚生労働省保険局）によるとりまとめ。前段落における、
糖尿病性腎症である者の割合等の数値も本資料から引用している。 

（参考）http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12400000-Hokenkyoku/0000172447.pdf 
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に活用することができる。被保険者ごとに健診・医療の受診状況を突合して確認できるため対

象者の絞り込みが容易になるメリットがあり、活用により効果的・効率的に事業を実施するこ

とができる」14とし、KDB システムの有用性を述べている。 

 

 

3.  KDB 等利活用部会の設置 

「はじめに」でふれたように、有識者検討会による報告書では、保険者機能の強化のための

KDB システムの活用拡大等が示され、また、「有識者検討会報告書」及び「データヘルス推進計

画書」を踏まえて、平成 29 年 4 月 14 日の未来投資会議においても、同報告書と同様な記述が

なされている。 

そこで、中央会においては、平成 29 年 6 月 29 日に開催された全国国保連合会常勤役員・事

務局長合同会議、臨時理事会、定期総会及び 7 月 18 日に開催された全国国保連合会常勤役員・

事務局長合同会議において、今後、連合会及び中央会は、データヘルス推進計画の実現に積極

的に取組み、データヘルス推進計画に示された内容に関する検討状況等については、適宜、「ビ

ッグデータ利活用推進委員会」を開催する等、連合会に情報提供等を行い、本件に対し、連合

会及び中央会が的確に対応することとした。 

このため、同委員会の下に、KDB 等利活用について専門的な検討を行うことを目的とし、

KDB 等利活用部会（以下「部会」という。）を設置することした。 

 

 

図 1 KDB等利活用部会の位置づけ 

 

本部会では、データヘルス事業の支援等をはじめ、保険者からの提案・要望等に応えていく

ため、KDB システムの更なる利活用、機能強化等を具体的に検討できるよう、事務局より部会

員に予め 6 つの検討事項（①市町村等のデータヘルス事業に関するデータ活用、②地域包括ケ

                                                        
14 「高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン」（平成 30 年 4 月、厚生労働省保険局高齢者医療課）、p.12。 

ビッグデータ利活用推進委員会
※国保連合会等常勤役員で構成

ＫＤＢ等利活用部会（新設）
※外部有識者が部会員として参加

（参考２「KDB等利活用部会部会員名簿参照」）

アドバイザーとして必要に応じて参加
○尾形 裕也 氏
東京大学政策ビジョン研究センター 健康経営研究ユニット特任教授

○宮田 裕章 氏
慶応義塾大学医学部医療政策・管理学教室教授

○山本 隆一 氏
医療情報システム開発センター 理事長

※平成29年11月時点の役職を記載
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アシステムに関するデータ活用、③都道府県でのデータ活用、④被用者保険等とのデータ連携・

活用、⑤KDB データの分析指標や新たなデータ分析手法の導入、⑥その他（KDB データ利活用

に関すること））を提案した。また、本部会設置に先立って行った「KDB システム等データ利活

用状況調査」による現状調査の結果を提供し、これらに沿って分析、課題抽出のうえ、協議を

進めた。 
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第２章  KDB システムの概要等 

1.  KDB システムの目的及び概要 

1．1． 目的 

KDB システムは、連合会が保険者の委託を受けて行う各種制度の審査支払業務及び保険者共

同電算業務を通じて管理する特定健診・特定保健指導、医療（後期高齢者医療を含む。以下同

じ。）、介護保険等にかかる情報を利活用し、統計情報等を保険者向けに提供するとともに、保

険者からの委託を受けて個人の健康に関するデータを作成し提供することで、保険者の効率的

かつ効果的な保健事業・介護の実施をサポートすることを目的として構築し、平成 25 年 10 月

から順次システム機能を拡充してきている。 

 

表 4 KDBシステムのこれまでの取組み 

時 期 内 容 

平成 22 年 10 月 国保連合会将来構想検討会「中間報告とりまとめ」の中で「国保データベース構想」を

提言。 

（構成員：連合会常勤役員・事務局長） 

平成 23 年 5 月 国保データベース検討委員会を設置。（構成員：連合会事務局長） 

同検討委員会において「国保データベース（KDB）システム」の検討を開始。 

平成 23 年 7 月 上記検討委員会に作業部会を設置。（構成員：市町村国保担当課長・介護担当課長・保

健師、介護支援専門員、連合会保健事業担当課長・保健師） 

システムを活用する立場から提供するデータ内容を具体的に検討。 

平成 24 年 7 月 KDB システム開発 開始 

平成 25 年 10 月 KDB システム稼動 開始 （段階的に機能提供） 

  平成 25 年 10 月：23 帳票、 平成 25 年 12 月：26 帳票、平成 26 年 5 月：14 帳票 

平成 26 年 8 月 

 ～平成 27 年 1 月 

途中参加保険者対応 1 回目（過去データ遡及対応）を実施。 

平成 26 年 9 月 

 ～平成 27 年 3 月 

後期高齢者健診情報の取込対応 

歯科情報の取込対応 

平成 26 年 12 月 国保と後期の同一被保険者紐付け機能の提供 

平成 28 年 4 月 

 ～平成 30 年 1 月 

一部機器を除いた機器更改を実施 

※一部機器については平成 32 年度更改（31 年度中に新機器に切り替え） 

平成 28 年 4 月 

 ～平成 30 年 3 月 

国保都道府県単位化への対応（平成 29 年度に二次医療圏対応を実施） 

平成 28 年 10 月 

 ～平成 29 年 11 月 

途中参加保険者対応 2 回目（過去データ遡及対応）を実施。 

平成 29 年 8 月 

 ～平成 30 年 6 月 

第 3 期特定健康診査等実施計画期間における制度改正への対応 

高齢者等に対する保健事業へのシステム対応（栄養指導・重症化予防、重複頻回受診・

重複多剤投与等） 
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1．2． KDB システムの全体像 

KDB システムにおけるデータ取扱いの全体像は図 2 の通りである。 

連合会において医療機関等から受け付けて審査・支払処理等を行った後、保管を委託されて

いるレセプト等について、個人識別情報を暗号化処理し、さらにそのデータを格納したファイ

ルを暗号化し、連合会の KDB システムに格納している。その暗号化されたデータが、連合会と

中央会を結ぶ国保連医療保険ネットワークを通じて中央会の共同処理センターに送信される。

その後、中央会にて暗号化されたデータに対し、突合可能な個人番号を付する。 

中央会においては、健診・医療・介護のデータを個人番号によりそれぞれ個人単位で突合し、

県別集計、全国集計等の集計処理等のほか、疾病別医療費分析等の統計処理を行っている。こ

れらの突合処理や集計処理をした情報から、さらに健診結果、医療受診状況、要介護認定状況

等の個人の健康に関するデータを加えたものが連合会に還元される。 

連合会においては、暗号化を解く復号化を行うことにより、個人単位に紐付けされた情報を

取り扱うことができる。 

 

  

図 2 KDBシステムの全体像 

 

 

統計情報や個人の健康に関す
るデータを画面表示または帳
票で出力可能（PDFまたは
CSV形式）

保険者等 国保中央会国保連合会

健診 医療 介護

各システムからデータを連携

ＫＤＢシステム

・ 処理結果データが格納されたファイルの復号化

・ 個人が特定できる情報の復号化

・ データベースへのデータの蓄積

・ 統計情報等の作成に必要なデータを取得

・ 個人が特定できる情報を暗号化

・ 取得データが格納されたファイルを暗号化

（突合・加工処理）

①突合処理
健診・医療・介護
データを個人単位で
紐付け

②集計処理
県別集計
同規模保険者集計
全国集計

国保組合

後期高齢者医療
広域連合

介護部門

国保部門

市町村

二重の
暗号化

暗
号
解
除

保
険
者
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

※個人識別情報は暗号化
したままデータ処理

（処理結果）

①統計情報
疾病別医療費分析、
健診・保健指導結果
総括表等

②個人の健康に関す
るデータ
個人別履歴

（健診結果、医療受診
状況、要介護認定
状況）等

医
療
保
険
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

衛生部門

都道府県
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1．3． KDB システムが提供するサービス及びツール 

KDB システムが提供するサービス及びツールの概要については、表 5 の通りである。 

現在、KDB システムでは、106 画面、71 帳票を提供している。帳票については、PDF 形式で

の出力以外に CSV 形式での出力ができ、出力結果の加工を可能としている。 

なお、健診・医療・介護のデータに KDB 個人番号（制度間のデータを個人単位に紐付けるた

め、KDB システムが独自に個人単位に付与している番号）を付与した突合 CSV データを提供

し、各連合会で独自に用意したシステムで活用されている（現在 41 連合会に提供中）。 

また、KDB システム本体とは別に、連合会において活用できるツールとして、5 種類の外部

ツールを用意している。 

 

表 5 KDBシステムで提供するサービス 

機能の分類 内容 

1.帳票出力・レセプト表示 保健事業の各場面で活用する帳票を PDF・CSV 形式で出力する。 

・地域の状況把握（現状分析） 

・重点課題抽出（健康課題明確化） 

・重点課題への対策（事業の実施） 

・効果の確認（事業の評価） 

レセプト表示も可能。 

2.突合 CSV 健診・医療・介護のデータに KDB 個人番号を付与した情報。連合会独自

の外付システム構築等に利用。（41 連合会へ提供中） 

3.外部ツール（5 種類） ①CSV2 次活用ツール 

②糖尿病性腎症重症化予防事業対象者抽出ツール 

③突合 CSV 台帳出力ツール 

④地区割マスタ作成支援ツール 

⑤地区割検証ツール 

4.災害時情報提供サービス 災害時に災害対策用の画面機能を立ち上げ、必要な情報を提供する。 

 

 

また、先述した外部ツール（表 5 の項番 3 参照）については、①CSV2 次活用ツール、②糖

尿病性腎症重症化予防事業対象者抽出ツール、③突合 CSV 台帳出力ツール、④地区割マスタ作

成支援ツール、⑤地区割検証ツールがあり、その概要について表 6 にまとめる。 

上記のうち、①及び②の 2 つのツールは主に保健事業で使用するツールであり、③から⑤の

ツールは主に KDB システムに格納するデータを作成する際に使用するツールである（表 6）。 

 

表 6 KDBシステムが提供する外部ツール 

機能の分類 内容 

1.CSV2 次活用ツール ①KDB システム画面より出力する CSV ファイル（帳票）を利用して 2 次

加工用の帳票を EXCEL 形式で作成する。 

②CSV ファイルの集計単位を変更して集計する。 

  > 複数地区の集計（地区ごとの CSV → 複数地区を合算） 

> 年齢刻みの集計（1 歳刻み → 5 歳／10 歳刻みへ集計） 
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機能の分類 内容 

2.糖尿病性腎症重症化予防事業対

象者抽出ツール 

KDB システム内の健診結果データ及び医療レセプトデータに基づいて事

業対象となる候補者一覧を CSV 形式で作成する。 

3.突合 CSV 台帳出力ツール KDB システム内の被保険者台帳（国保・後期・介護）を出力する。 

※突合 CSV のうち、健診・医療・介護に関する実績データは、提供依頼

のある連合会向けに中央会から月次で提供しているが、台帳（マスタ）は

暗号化されていない個人情報を掲載する仕様としているため、連合会に外

部ツールを提供し、連合会側で出力する運用としている。 

4.地区割マスタ作成支援ツール 保険者・連合会が地区割マスタを作成する際に使用するツール。作成作業

が容易になる。 

※全国の地区数・・・約 14 万地区（平成 29 年 9 月処理時点）  

5.地区割検証ツール データ閲覧の利便性向上のため、保険者内を複数の地区に分割している場

合に、その地区割が意図どおりに設定されていることを事前検証するため

の検証データを出力する。 

 

 

なお、これらサービス及びツールのほか、国保保険者が行う保健事業等を支援する中央会の

取組みの一環として、連合会の承諾を得て、中央会に集積された KDB システムのデータを活用

して主に以下集計・分析等を行っている。 

・特定健診受診と医療機関受診の関係図 

 （保険者別等で特定健診受診有無と医療機関受診有無の相関関係等を把握するもの） 

・要介護認定者の有病状況及び糖尿病性腎症重症化予防に係る集計 

（要介護認定者の有病状況（国保と後期の比較等)を集計し、高齢になるほど有病割合が高

く、国保被保険者のときからの早期疾病予防（保健事業）が重要であることを検証するも

の） 
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1．4． KDB システムで取り扱う情報 

現在、KDB システムで取り扱っている情報は、健診・保健指導事業、医療及び介護に関する

ものにわたっており、関連するシステムも、特定健診等データ管理システム、国保総合システ

ム、後期高齢者医療請求支払システム及び介護保険審査支払等システムと多岐にわたっている。 

また、統計データとして総務省、厚生労働省のホームページからダウンロードしたものも取

り扱っている。 

 

 

図 3 KDBシステムで取り扱うデータの範囲 

 

  

○ 同規模保険者情報 ○ 人口構成 ○ 平均寿命 ○ 死因 ○ 地域別状況 ○ 都道府県別状況

○ 死亡数・出生数 ○ 医師数・診療所数・病院数・病床数

0歳～ 40歳～ 65歳～ 75歳～

健

診

医

療

介

護

後期高齢者医療情報

介護保険情報

国民健康保険医療情報

特定健康診査・特定保健指導情報 後期高齢者健康診査情報

妊婦健康診査・乳幼児健康診査・学校健康診断情報 等

2号被保険者 1号被保険者

KDB取扱範囲（太枠内）

特定健診等データ管理システム

＜健診・保健指導等データ＞

○ 検査問診結果台帳データ

○ 特定健診結果データ

○ 特定保健指導結果データ

○ 被保険者マスタ

○ 除外対象者データ

○ 保険者属性テーブル

○ 健診判定値テーブル

＜法定報告データ＞

○ 特定健診リスクパターン別集計表

○ 質問票項目別集計表

○ 特定健診結果総括表

○ 特定保健指導結果総括表（動機付け）

○ 特定保健指導結果総括表（積極的）

○ 特定健診・保健指導実施結果総括表

○ 特定健診・保健指導進捗・実績管理表

国保総合システム・後期高齢者医療請求支払システム

○ 医科レセプト

・レセプト、患者、傷病名、摘要等の情報

○ ＤＰＣレセプト

・レセプト、総括管理、包括評価部分、診断群分類、

患者、傷病名、摘要、コーディングデータ等の情報

○ 歯科レセプト

・レセプト、患者、傷病名、摘要等の情報

○ 調剤レセプト

・レセプト、患者、医薬品、処方、調剤等の情報

○ 被保険者マスタ

○ 地区名テーブル

○ 各種マスタ（保険者、傷病名、医薬品、診療行為、

特定器材、医療機関、疾病分類）

介護保険審査支払等システム

○ 介護給付費給付実績

・基本情報レコード

・集計情報レコード

・サービス計画費レコード

・特定入所者介護サービス費レコード

○ 総合事業費給付実績

・基本情報レコード

・集計情報レコード

○ 指定・基準該当等サービス台帳

○ 保険者台帳

○ 広域連合・行政区台帳

○ 事業所基本台帳

○ 受給者台帳

健診・保健指導 医療（国保・後期） 介護

被用者保険（協会けんぽ、組合健保 等）医療情報
一定の障害
がある者

その他：統計データ（総務省・厚労省のHPからダウンロード）
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2.  KDB システムの保険者参加状況・データ保有量・突合率 

KDB システムへの平成 30 年 3 月時点の参加保険者数・参加率は、健診については国保保険

者数 1,897（参加率 99.63％）、広域連合 46（同 97.87％）、医療については国保保険者数 1,898（同

99.68％）、広域連合 47（同 100.00％）、介護は 1,571（99.56％）である。 

また、健診・医療・介護合計の蓄積データ件数は 64 億 200 万件で、突合率は、健診と医療の

間で 98.24％、医療と介護の間で 99.03％、国保と後期高齢者医療の間で 87.29％となっている。

なお、突合率とは、健診・医療・介護といった異なる制度間でのデータ突合率を集計したもの

である。 

 

表 7 国保保険者等の総数及び KDBシステム参加保険者数（平成 30年 3月処理時点） 

制度 KDB システム参加保険者数 総保険者数 参加率 

健診 
国保 

1,897 

（国保組合 160＋市町村 1,737） 

1,904 

（国保組合 163＋市町村 1,741） 
99.63 % 

後期 46 47 97.87 % 

医療 
国保 

1,898 

（国保組合 161＋市町村 1,737） 

1,904 

（国保組合 163＋市町村 1,741） 
99.68 % 

後期 47 47 100.00 % 

介護 （注） 1,571 1,578 99.56 % 

（注）介護保険を広域連合方式で運営している保険者は、そのまま 1 保険者として集計している。 

 

表 8 KDBシステム蓄積データ件数等（共同処理センター） 

制度 
蓄積データ件数 

（代表的な実績データ件数） 
期間 

健診 6,724 万件 

平成 24 年 6 月処理 

～平成 30 年 3 月処理 
医療 55 億 2,963 万件 

介護 8 億 513 万件 

合計 64 億 200 万件  

 

表 9 制度間でのデータ突合率（平成 30年 3月処理時点） 

健診と医療との間 医療と介護との間 国保と後期との間 

98.24 ％ 99.03 ％ 87.29 ％ 
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3.  KDB システムの特徴 

これまで述べたように、健診・医療・介護の 3 領域にわたるデータを突合させて使用できる

ことが KDB システムの大きな特徴である。 

その他にも、「地区割による分析」、「県・同規模・全国との比較」、「経年比較、性・年齢別分

析」をすることができる。 

地区割に関しては、行政区単位をさらに細かくして、保険者の要望によって、例えば、住所

の丁目別、学区別といった地域分割によってデータ分析をすることができるものである。約 9

割の保険者がこの機能を利用している。 

県・同規模・全国との比較に関しては、県内保険者との比較のほか、人口規模別に 12 分類し

た人口規模分類の中で、同規模程度の人口分類に属する保険者との比較ができるものである。 

経年比較、性・年齢別分析に関しては、現在、過去 5 年分の経年変化が（画面上で）確認で

きる。 

 

 

図 4 KDBシステムの特徴 

 

 

  

○これまで保険者単位で行っていたデータ分析をより細分化し、
地区単位（例：住所別、学区別等）で分析することも可能。

○健診・医療・介護の情報を個人単位で紐付することで、制度
横断的に分析することが可能。

１．健診・医療・介護の突合 ２．地区割による分析

○全国の国保連合会が管理するデータを国保中央会（共同処理
センター）へ送付し、一括して集計することで県内集計値・
同規模*集計値・全国集計値などの比較情報を作成する。

３．県・同規模・全国との比較

○保険者・県・同規模などの集計結果を性・年齢別に比較を
行いながら経年比較できる一覧表を作成する。また個人別
履歴に関しても経年比較による追跡と分析が可能。

４．経年比較、性・年齢別分析

健診
結果

医療
レセ

介護
レセ

健診
資格情報

医療
資格情報

介護
資格情報

KDB個人番号 健診 医療 介護

Ａさん 00001 ○ ○ ○

Ｂさん 00002 ○ ○ ×

KDB被保険者台帳

被保険者情報 地区割マスタ

住所：Ａ市ａ町１丁目

住所：Ａ市ａ町２丁目

住所：Ａ市ｂ町１丁目

Ａさん

Ｂさん

Ｃさん

住所：Ａ市ａ町１丁目

住所：Ａ市ａ町２丁目

住所：Ａ市ｂ町１丁目

Ａ地区

Ｂ地区

突合

Ａ地区の分析 Ｂ地区の分析

医療費 受診料

A市 2,335,400 XXXXXX

B市 1,693,800 XXXXXX

C市 5,115,320

・・ ・・・・・・ ・・・・・

Z市 3,577,300 XXXXXX

健診情報の比較 市区町村別データ

40～74歳

男性 女性

積極的
支援
修了者

動機付
支援
修了者

積極的
支援
修了者

動機付
支援
修了者

Ｈ29
年度

保険者 91 85 91 85

県 86 92 86 92

同規模 70 88 90 82

Ｈ28
年度

保険者 XX XX XX XX

県 XX XX XX XX

同規模 XX XX XX XX

Ｈ27
年度

保険者 XX XX XX XX

県 XX XX XX XX

保健指導の状況 個人別履歴

＊人口や被保険者数を元に保険者規模を分類した区分
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4.  KDB システムを活用した保健事業の PDCA サイクル 

保険者は、保健事業を計画（Plan）、実施（Do）、評価（Check）、改善（Action）の 4 つの段階

を循環させる、いわゆる PDCA サイクルに沿って推進する。 

KDB システムを活用することで、この PDCA のうち特に計画段階（Plan）について、集団全

体の健康問題の特徴からデータ分析できるようになっている。また、実施段階（Do）について

も、健診未受診者、メタボ該当者・予備群、生活習慣病重症化予防対象者への対応策を実施す

るために、事業の対象とすべき個人を抽出できるようになっている。 

 

  
（注）「★」を付した部分が、KDB システムを特に活用できると思われるもの。 

図 5 KDBシステムと保健事業の PDCAサイクルとの関係 

 

 

  

計画（Plan） 実施（Do）

［データ分析］
集団全体の健康問題の特徴を

データから分析。
★ 県内平均値との比較
★ 全国平均値との比較
★ 県内保険者・同規模保険者

との比較
★ 地区別の分析
★ 性・年齢別の分析
★ 疾病分類別の分析
★ 経年比較

［健康課題の明確化］
集団の優先的な健康課題を選択。
どのような疾病にどのくらい医療
費を要しているか、より高額な医
療費の原因は何か、予防可能な疾
患なのか等を検討。

［目標の設定］
最も効果が期待できる課題を、重
点的に対応すべき課題として目
標・対策を設定。

［保健事業対象の明確化］
保健事業の対象とする個人を抽出。
★ 健診未受診者
★ メタボ該当者・予備群
★ 生活習慣病重症化予防対象者

［効率的・効果的な保健指導の実施］
支援方法・優先順位等を検討。
対象者のライフスタイルや行動変容の
準備状態にあわせた学習教材を用意。
確実に行動変容を促す支援を実践。

［保健指導の評価］
検査データの改善度、行動目標の達成
度、生活習慣の改善状況等を評価。

評価（Check）

[ストラクチャー評価（構造）]
保健事業を実施するための
仕組みや体制の評価。

[アウトプット評価（実施量）]
目的・目標の達成のために
行われる事業の結果を評価。
（指標：保健指導実施率等）

[プロセス評価（過程）]
事業の目的や目標の達成に
向けた過程（手順）や
活動状況を評価。

[アウトカム評価（結果）]
事業の目的や目標の達成度、
また成果の数値目標を評価。
（指標：健診結果、医療費の

変化等）

改善（Action）

検証結果に基づく、課題解決に向けた計画の修正。
健康課題をより明確にした戦略的取組の検討。

＜より効率的・効果的な方法・内容に改善＞
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5.  国保・後期高齢者ヘルスサポート事業における KDB システムを活用した保険者支援に

ついて 

5．1． 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の概要 

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業とは、保険者の保健事業に係る計画の策定・実施を支

援し、保健事業の実施結果についての評価を、連合会に設置した公衆衛生学者等の外部有識者

からなる支援・評価委員会が行うこと並びに中央会が各都道府県の支援・評価委員会が行う保

険者支援の状況について取りまとめ、国保・後期高齢者ヘルスサポート事業運営委員会（以下

「運営委員会」という。）において、事業の分析・評価等の支援を実施するものである（図 6）

15。 

 

 

図 6 支援・評価委員会及び運営委員会の役割と保険者等との関係 

 

 

  

                                                        
15 「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドライン」（国民健康保険中央会）を参照。 
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5．2． 保健事業実施計画（データヘルス計画）策定における KDB システムの活用状況 

保険者は、平成 26 年度より、データヘルスを実践するための計画（第１期データヘルス計

画）を策定（評価を含む。）している。第 1 期データヘルス計画（以下「第 1 期」という。）の

策定にあたり、保険者が困っている事項として、「データ分析の方法が分からない」、「目標値の

設定方法が不明」というものが上位を占めていた（図 7）16。「データ分析の方法が分からない」

と答えた保険者の中には、データを活用した現状分析や事業評価を行うためのデータ整理が難

しい、ノウハウがない等により、困難に直面していた保険者もあった。 

データヘルス計画策定時に保険者が分析していた項目は、「特定健診・保健指導の実施状況等

に関する事項」、「医療費に関する事項」が多かった（図 8）16。また、データヘルス計画策定に

おける現状分析に使用したデータソースとしては、KDB システムが最も多かった（図 9）16。 

 

 

 

※広域連合は、平成 27年度迄に策定済み。 

図 7 計画策定にあたり課題となること 

 

  

                                                        
16 図 7、図 8 及び図 9 の出典はそれぞれ以下のとおり。 

「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業 データヘルス計画・保健事業等に関する実態調査集計結果」（平成 29

年 3 月、国民健康保険中央会）、p.48, p.13, p.15 
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＜市町村国保＞ｎ＝1102  ＜国保組合＞ｎ＝61    ＜広域連合＞ｎ＝47 

 

※のついた項目は保険者種類によっては該当する項目がないため空白となっている 

図 8 実施した現状分析の項目＜保険者等種別＞ 
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図 9 現状分析に使用したデータソース＜保険者等種別＞ 

 

 

5．3． 保険者が策定するデータヘルス計画及び保健事業（個別保健事業）の計画策定・実施・評

価の支援 

支援・評価委員会は、「データ分析の方法が分からない」と答えた保険者に対して、KDB シ

ステムを活用し、PDCA サイクルに沿ったデータヘルス計画の策定できるように支援すること

に努めた。 

また、事務局である連合会は、保険者の KDB システム活用を推進するため、支援・評価委員

会の協力の下、データヘルス計画に関る KDB システムを活用した策定マニュアルの作成や研

修会の開催、独自に保険者へ出向いての操作支援等を実施するなど各種の支援を行っている。 

平成 29 年度は、保険者の多くが第 2 期データヘルス計画（以下「第 2 期」という。）を策定

する時期であったため、運営委員会では、支援・評価委員会の中で活用できるように、第 2 期

策定に向けたサポートシート（以下「サポートシート」という。）を策定した。サポートシート

は、①第 1 期の振返り、②第 1 期の評価、③第 2 期に関する事項の 3 部構成となっている。保

険者が記入することで、第 1 期には不足していた点や課題等が明らかになり、第 2 期を策定す

るにあたり活用できるようになっている。 

各都道府県の支援・評価委員会では、サポートシート等を活用し、第 1 期では不足していた

事項等について助言等を実施し、第 2 期の策定支援を実施した。 

平成 30 年度からは、第 2 期に基づく個別保健事業の実施計画策定等において、KDB システ

ムを活用して支援していく予定である。 
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第３章  KDB システムの利活用の現状と KDB 等利活用部会における検討 

1.  KDB システム等データ利活用状況調査 

1．1． 利活用調査の概要 

本部会は平成 29 年 8 月、連合会が保険者等（ここでは保険者及び関係機関等をいう。以下同

じ。）の支援のために、KDB システム等のデータを、どのように加工し、提供しているのかを把

握し、KDB システムの更なる利活用につなげるため、「KDB システム等データ利活用状況調査」

（以下「利活用調査」という。）を実施した。 

具体的には、連合会が保険者等に対し、以下の①～⑤のシステム等をどのように組み合わせ

て、データを作成しているかを調査し、保険者等に提供したデータ（個人情報等は除く。）の添

付も求めたものである。その他の利活用調査の実施概要は表 10 の通りである。 

（利活用調査結果の詳細については、添付資料②「KDB システム等データ利活用状況調査結

果」を参照） 

   

① KDB システム（既存の帳票、帳票 CSV、突合 CSV） 

② KDB システム以外の標準システム（国保総合システム、特定健診等データ管理システム、

介護保険審査支払等システム等のこと。以下同じ。） 

③ 独自システム（連合会が独自に運用している外付けシステムのこと。以下同じ。） 

④ 国の e-Stat や都道府県から提供されているデータ 

⑤ その他 

 

表 10 利活用調査の実施概要 

利活用調査の骨子 概要 

調査対象 47 連合会 

回答率 100% 

調査実施期間 平成 29 年 8 月 8 日～平成 29 年 8 月 28 日 

調査方法 「KDB システム等データ利活用状況調査票」をメールにて、連合会に配付。 

調査・回答の対象期間 平成 28 年度及び平成 29 年度 
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また、調査にあたっては、地域を俯瞰するようなデータ提供内容（地域の全体像の把握）と

個別保健事業に資するデータ提供内容に分けた上で、6 つの調査項目を設定し、調査した（表 

11）。 

 

表 11 調査の視点の構成と調査項目 

大項目 小項目 調査項目 

地域の全体像の把握（※1） 

医療の分析 

（左記項目に共通） 

a. データの作成目的 

b. データの提供先 

c. データ提供内容 

d. データ提供に対する対価 

e. データ提供の意図 

f. テータの提供方法 

g. 提供したデータを作成した際に  

使用したシステム等（※3） 

h. 分析等ツールの使用の有無（※4） 

介護の分析 

特定健診・特定保健指導の分析 

その他（複合的なもの） 

個別保健事業（※2） 

特定健康診査 

特定保健指導 

メタボリックシンドローム該当者及び予備

群の減少率 

糖尿病重症化予防 

糖尿病以外の生活習慣病予防 

重複服薬者に対する取組み 

重複・頻回受診に対する取組み 

後発医薬品の促進に対する取組み 

その他（複合的なもの） 

※1）地域の全体像の把握とは、地域の状況を把握するための事項を指す。 

※2）個別保健事業とは、保険者等が個別保健事業を実施するにあたり活用するための事項を指す。 

※3）提供したデータを作成した際に使用したシステム等とは、①KDB システム（既存の帳票、帳票 CSV、突合

CSV）、②KDB システム以外の標準システム、③独自システム、④国の e-Stat や都道府県から提供されているデ

ータ、⑤その他を指す。 

※4）分析等ツールとは、KDB システム等の既存のデータを貼り付け、データを加工できるツールを指す。中央会

作成の「糖尿病性腎症重症化予防対象者抽出ツール」、国立保健医療科学院作成のツール等を指す。 

 

 

  



25 

1．2． 利活用調査の結果 

1．2．1． 利活用調査結果の概要 

先述した、表 11 の調査項目のうち、d～f を除いた利活用調査結果の概要を、表 12 にまとめ

る。ただし、調査項目 g については、「g-1．データ作成に利用されているシステム」と「g-2．

独自システムを利用したデータ提供内容」の 2 項目に分割した。 

 

表 12 利活用調査結果の概要 

関連する調査項目 調査結果 

a. データの作成目的 ・現在の KDB システムでは、国、県、同規模比較ができる帳票は多いが、県内の

市町村との比較ができる帳票は少ないため、連合会は、データを加工し、県内の

保険者の実態把握や保険者間の比較、健康課題の明確化をし、保険者等に提供し

ていた。 

・保険者努力支援制度を支援する目的でのデータ提供は、まだ少ない。 

b. データの提供先 ・今までは、国保保険者が支援対象であったため、市町村国保及び国保組合に対す

るデータ提供が多いが、広域連合、都道府県へのデータ提供もみられた。関係機

関等へのデータ提供もされていた。 

c. データの提供内容 ・国保保険者への支援が中心であったため、介護に関するデータ提供が少なく、生

活習慣病等の重症化予防を中心とした医療費適正化に資するためのデータ提供

が多い。 

g-1. データ作成に利用

されているシステム等 

・「地域の全体像の把握」では、KDB システムがデータソースとして、最も多く利

用されていた。 

・「個別保健事業」では KDB システム以外のデータソースの利用が多い。 

g-2. 独自システムを利

用したデータ提供内容 

・連合会は独自システムを使用し、KDB システムや他システムからのデータを図

表化等して、提供していた。 

・27（57.4%）の連合会が独自システム（42 システム）を導入している。  

h. 分析等ツールを利用

したデータ提供内容 

・分析等ツールを利用したデータ提供内容（n）は、「地域の全体像の把握」では

150、「個別保健事業」では 67 と少なく、利用可能な分析等ツールは、中央会作

成の「糖尿病性腎症重症化予防対象者抽出ツール」、国立保健医療科学院作成の

ツール等となっており、活用できる分析等データが少なかった。 

・「地域の全体像の把握」では、「特定健診・特定保健指導の分析」において、最

も分析等ツールが利用されていた。「個別保健事業」では、「糖尿病重症化予防」

において、最も分析等ツールが利用されていた。 

・31（66.0％）の連合会が、ほぼ共通した分析等ツールを活用していた。 
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1．2．2． 利活用調査結果の詳細 

利活用調査結果を、表 12 で挙げた調査項目毎に示す。なお、調査から浮かび上がる KDB シ

ステムの利活用にかかる課題については、部会員の意見と共に、「2.2.利活用調査結果及び部会

員意見に対する KDB システムの対応状況」で改めて整理している。 

 

（1） データの作成目的 

データの作成目的として、「地域の全体像の把握」（図 10-1）及び「個別保健事業」（図 10-2）

の双方とも、実態把握（地域の全体像の把握：35%、個別の保健事業：32%）が最も多かった。

次いで、保険者間比較（地域の全体像の把握：21%、個別の保健事業：18%）のためのデータ作

成が多かった。 

現在の KDB システムでは、国、県、同規模比較ができる帳票は多いが、県内の市町村との比

較ができる帳票は少ないため、連合会は、データを加工し、県内の保険者の実態把握や保険者

間の比較、健康課題の明確化を行っていた。 

平成 30 年度より本格実施された保険者努力支援制度は平成 28 年度から前倒しで実施された

が、同制度を支援する目的でのデータ提供は、「地域の全体像の把握」（図 10-1）では 5%、個別

の保健事業では 10%であった。 

 

 
 

図 10 データの作成目的に関する回答状況（図中の nは回答数を指す。以下同様） 

 

  

保険者間比較

21%

健康課題の

明確化

20%
実態把握

35%

対象者の抽出

4%

事業評価

6%

保険者努力支援制度

5%

ヘルスサポート

事業

7%

その他

2%

図10-1）地域の全体像の把握（作成目的）n=1270 

（複数回答）

保険者間比較

18%

健康課題の

明確化

15%

実態把握

32%

対象者の抽出

15%

事業評価

5%

保険者努力

支援制度

10%

ヘルスサポート

事業

4%
その他

1%

図10-2）個別保健事業（作成目的） n=785

（複数回答）



27 

（2） データの提供先 

データ提供先については、「地域の全体像の把握」及び「個別保健事業」の双方とも、市町村

（地域の全体像の把握 44%、個別保健事業 48%）が最も多く、次いで国保組合（地域の全体像の

把握 27%、個別の保健事業 33%）が多い。（図 11-1、図 11-2） 

今までは、国保保険者が支援対象であったため、市町村国保及び国保組合に対するデータ提

供が多かったが、広域連合、都道府県へのデータ提供もみられた。 

その他のデータ提供先には、保健事業支援・評価委員会、糖尿病対策推進委員会、厚生労働

省、地元大学、三師会、市長会、町村会、介護給付費等審査委員、介護サービス苦情処理委員等

が挙がっていた。 

 

  

図 11 データの提供先に関する回答状況 

 

市町村

44%

国保組合

27%

後期広域

8%

都道府県

12%

国保中央会

2%
その他

7%

図11-1）地域の全体像の把握（データの提供先） n =1183 

（複数回答）

市町村

48%

国保組合

33%

後期広域

6%

都道府県

8%

国保中央会

2%
その他

3%

図11-2）個別保健事業（データの提供先） n=668

（複数回答）
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（3） データの提供内容の種類 

「地域の全体像の把握」にかかるデータ提供内容の分類（図 12-1）では、「医療の分析」（47%）

が最も多く、次いで「特定健診・保健指導の分析」（26%）となっている。また、「その他（複合

的なものを含む）」（21%）には、特定健診と医療受診の関係図、データヘルス計画のひな形等を

提供していることが分かった。「介護の分析」は 6%であった。 

「個別保健事業」にかかるデータ提供内容の分類（図 12-2）は、「糖尿病重症化予防」（21%）、

「その他（複合的なものを含む）」（17%）、「特定健康診査」（15%）、「糖尿病以外の生活習慣病重

症化予防」（12%）、「特定保健指導」（10%）となっている。「その他（複合的なものを含む）」に

は、高齢者の低栄養防止・重症化予防等が含まれている。 

これらの結果のとおり、連合会は今まで、国保の保健事業を支援してきたため、介護関連デ

ータ分析は少なく、生活習慣病等の重症化予防を中心とした医療費適正化に資するためのデー

タ提供が多い。 

 

  

図 12 データの提供内容の種類に関する回答状況 
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図12-1）地域の全体像の把握（提供内容） n=563
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のを含む）
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図12-2）個別保健事業（提供内容） n=334
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（4） データ作成に利用されているシステム等 

データ作成に利用しているシステム等は、「地域の全体像の把握」（図 13-1）では、KDB シス

テムの利用（36%）が最も多く、次に独自システム（30%）となっていた。 

「個別保健事業」（図 13-2）では、独自システムを利用したデータ作成が最も多く（38%）、

KDB 以外の標準システムの利用が次に多くなっている（34%）。「個別保健事業」（図 13-2）に

おいて、KDB システムを直接使用している割合と、独自システムのデータソースとして KDB

データを使用している割合を合算しても、KDB システムが利用されている率は、それ以外のシ

ステムの合計と比べると低くなっている。 

 

 

図 13 データ作成に使用されているシステムに関する回答状況 

 

  

KDBシステム
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府県）

1%

その他

4%

KDBシステム

から出力した

データ

53%

国保総合
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独自システムのデータソースの内訳
ｎ＝299 （複数回答）

図13-1）地域の全体像の把握（利用システム）
ｎ＝699 （複数回答）

図13-2）個別保健事業（利用システム）
ｎ＝381 （複数回答）

独自システムのデータソースの内訳
ｎ＝201 （複数回答）
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（5） 独自システムを利用したデータ提供内容 

利活用調査の結果、27（57.4%）の連合会が独自システム（42 システム）を導入しているこ

とが分かった。独自システムは、KDB システムと他のシステムのデータを図表化等して、提供

するために導入されていた。 

独自システムを利用して提供していたデータの内容としては、「地域の全体像の把握」（図 14-

1）では、「医療の分析」（60%）、「特定健診・特定保健指導」（21%）、「その他（複合的なものを

含む）」（17%）などであった。また、「介護の分析」は 2%であった。「個別保健事業」（図 14-2）

では、「その他（複合的なものを含む）」（20%）、「糖尿病以外の生活習慣病重症化予防」（19%）、

「特定健康診査」（17%）であった。 

なお、「その他（複合的なものを含む）」については、「地域の全体像の把握」（図 14-1）では

特定健康診査質問票（以下「質問票」という。）の調査の状況、健診・保健指導・医療・介護に

関するデータの集計、CKD 重症化分類等を、「個別保健事業」（図 14-2）では HbA1c の値ごと

の人数と割合、質問票の項目ごとの人数と割合・年度推移等を提供していた。 

 

 

図 14 独自システムを利用したデータ提供内容に関する回答状況 
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図14-2）個別保健事業（独自システム利用）n=144
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図14-1）地域の全体像の把握（独自システム利用）n=209
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（6） 分析等ツールを利用したデータ提供内容 

分析等ツールとは、KDB システム等からダウンロードした CSV 形式等のデータを、エクセ

ル等の計算シートに貼り付けることでデータを加工できるツールのことであり、中央会作成の

「糖尿病性腎症重症化予防対象者抽出ツール」、国立保健医療科学院作成のツール等を指す。 

「地域の全体像の把握」（図 15-1）では、「特定健診・特定保健指導の分析」（38%）において、

最も分析等ツールが利用されており、次いで「医療の分析」、「その他（複合的なもの）」（27%）

であった。介護の分析は 8%であった。 

「個別保健事業」（図 15-2）では、「糖尿病重症化予防」（42%）において、最も分析等ツール

が利用されており、次いで「糖尿病以外の生活習慣病予防」（16%）が多くなっていた。 

分析等ツールを利用したデータ提供内容（n）が、「地域の全体像の把握」（図 15-1）では 150、

「個別保健事業」（図 15-2）では 67 と少なかったのは、利用可能な分析等ツールが中央会作成

の「糖尿病性腎症重症化予防対象者抽出ツール」、国立保健医療科学院作成のツール等に限られ

ており、活用できる分析等データが少なかったためである。 

31（66.0%）の連合会が、ほぼ共通した分析等ツールを活用していることがわかった。 

 

 

図 15 分析等ツールを利用したデータ提供内容 
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2.  KDB 等利活用部会における検討 

2．1． 部会員による資料提示 

部会において、部会員からそれぞれ以下をテーマとした資料の提示が行われた。提示資料の

ポイントについて、提示資料を基に寄せられた部会員からの意見と併せて記載する。 

（部会員提出資料は、本報告書の添付資料③～⑥を参照） 

 

2．1．1． 松田部会長からの資料提示 

松田部会長から、「医療介護総合データベースを活用した分析事例の紹介」と題して資料提示

され、以下の説明が行われた。 

 

（1） 医療介護保健総合分析システムの紹介 

産業医科大学公衆衛生学教室では、地域包括ケア実践のための情報基盤の概念（図 16）に基

づき、医療介護保健総合分析システムを開発した。これは、市町村単位、個人単位で、医療、介

護、特定健診、特定保健指導とをつないでデータ分析できるシステムである。 

 

 

図 16 地域包括ケア実践のための情報基盤（当教室で開発してきたシステム） 

 

このシステムは KDB システムがリリースされる前に開発したシステムなので、レセプトの

匿名化等の加工や個々のレセプトを加工してつなぐといった作業をしているが、KDB システム

を活用することで、そうした手間が省けるので、非常によいと考えている。 
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このシステムで具体的にできること等を表 13 にまとめる。 

 

表 13 医療介護保健総合分析システムでできること等 

No システムの機能分類 できること・分かること（例） 

1 傷病別医療費の分析 

 －市町村単位、個人単位 

医科レセプトと調剤レセプトとの突合により、医療機関へ

の受診状況と調剤薬局の利用状況が分かる。 

薬効別の医薬品の使用状況も分析できる。 

2 日常生活圏域別の分析 

－医療費及び介護給付費の 3 要素分析 

中学校区ごとに、外来受療率、1 件当たり日数、1 日当たり

費用額といった 3 要素分析ができる。 

介護保険についても同様に分析できる。 

3 薬剤費分析 独自作成のジェネリックのマスタを使用。 

それぞれの市町村で、どういう薬でどのくらいジェネリッ

クが使われているのかが分かる。 

ジェネリックの中で一番安いものに変えるとどのくらい費

用が削減できるのかという代替効果の分析もできる。 

4 医療・介護レセプト連結分析 

 －医療（医科）×介護、薬剤×介護 

 －時系列分析 

要介護度別の疾患の傾向が分かる。 

介護保険受給者に使われている薬剤が分かる。 

時系列（年月単位）かつ要介護度別で、医科・調剤と介護（介

護サービス別）の点数の推移が分かる。 

5 介護予防事業の効果に関する分析 介護予防事業参加者について、その後の介護と医療の受給

状況を追える。 

6 特定健診データの分析 

－特定健診と医療費の連結分析 

健診問診票のデータと医療のデータを突合することで、生

活習慣と実際の医療受診の実態が分かる。 

保健指導該当者や受診勧奨者について、重症化予防の観点

から医療受診状況を追うことができる。 

7 日常生活圏域ニーズ調査 

 －場所との連結 

 －医療データとの連結 

どういう所に特定高齢者がいるのか分析できる。例えば、公

営住宅にはハイリスク高齢者が多いなど。 

日常生活圏域ニーズ調査と医療費の関係の分析や、地区診

断に活用ができる。 

 

 

（2） まとめ（意見） 

以上の取り組みを通じたまとめとしては以下の通りである。 

 

a）我が国には医療・介護の現状と課題、そして今後のあり方を客観的に検討できる詳細な情

報（レセプト）がある。しかも、技術的にその活用は問題なくできる（高度な技術は不要）。 

 KDB システムを活用することでより簡便にシステム作りができる 

 

b）これらの情報を一元的に分析する体制を自治体レベルで実装することで、PDCA サイクル

に基づいた公衆衛生施策を展開することが可能になる。 

 

c）そのためには国と都道府県の両レベルでの保険者と行政、そして大学（研究機関）の連携

体制を構築することが必要であると考える。 
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 「作用点」を考えた分析（＝施策を意識した分析） 

 人材の育成（若手研究者・保険者職員・自治体職員） 

 

2．1．2． 横山部会員からの資料提示 

横山部会員から、「国保データベース（KDB）システムの活用 ～全国の自治体のデータヘル

スの支援から～」と題して資料提示され、以下の説明が行われた。 

 

（1） KDB システムを活用した健康課題の抽出、計画の評価・見直しのための課題 

KDB システムは、大量のデータを収集・登録し、加工・集計する仕組みとして、非常によい

ものであると認識しているが、KDB システムを活用して健康課題の抽出、計画の評価・見直し

をする上では、以下の 2 点を課題として指摘することができる。 

 

a）多種多様な出力帳票、膨大な情報量の内の、どの帳票の、どの部分を、どのような順番で、

どのように読み解けばよいのかということについての、具体的な手順書作成や、読み解き

のできる人材育成が課題となる。 

 

b）年齢調整、検定等は未対応である。ただし、CSV ファイル出力が可能なので、年齢調整、

検定等の統計処理をし、見える化もする必要がある。この処理を簡単に実行できるツール

類開発、そのための協力体制・人材育成が課題となる。 

 

（2） 経年的にデータを見る際の留意事項 

死亡、医療費、健診データ（リスク因子）の状況は、年齢構成に大きな影響を受けるため、

地域間の比較及び経時的な推移をモニタリングする際には、年齢調整した指標を用いることが

原則である。 

なお、国立保健医療科学院では、KDB システムから CSV 出力したデータを用いて、簡単に

年齢調整することができるツール等を提供している17。 

 

（3） 保健事業推進のためのデータ活用に必要なもの 

データの活用には、「人材育成」が必要である。特に、統計学・疫学理論からの“解析”には

全国的に人材が不足していると認識している。また、解析結果を“解釈（分析）”する人材とし

て、保健師、管理栄養士等の専門職の人材育成も必要である。 

 

                                                        
17 http://www.niph.go.jp/soshiki/07shougai/datakatsuyou/ 
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図 17 横山部会員プレゼンテーション資料の抜粋 

 

 

2．1．3． 近藤部会員からの資料提示 

近藤部会員から、「ビッグデータ KDB の利活用に向けて」と題して資料提示され、以下の説

明が行われた。 

 

（1） 介護保険データの活用事例 

健康と介護に関する以下の研究事例を紹介する。特に a）については、地域間相関分析という

手法を用いたが、疫学的には限界があり、それを克服するためには KDB システムの活用ができ

るものの、現状はデータ加工等の点で労力が必要な状況であり、これが簡便にできれば全国市

町村にとってもよいと考えている。 

 

a）歩数、運動機会、社会参加と介護予防効果の関係についての研究事例 

b）武豊プロジェクト（介護予防のための地域介入研究） 

 

（2） 「見える化」に関する取り組み 

「見える化」に関する取り組みの参考事例として、日本福祉大学健康社会研究センターが、平

成 23 年度厚生労働省老人保健健康増進等事業「WEB-GIS を活用した客観的指標によるベンチ

マーク・システムの構築」18において、地域診断システムを開発した。介護予防事業報告などの

情報を基に、地理情報システムを活用して「見える化」し、各自治体の介護予防事業などの現

状把握等を支援するものである。 

また、地域包括ケアシステムにおいては、『地域包括ケア「見える化」システム』が立ち上が

っている。これは、介護保険事業（支援）計画等の策定・実行を総合的に支援するための情報

システムである19。 

                                                        
18 介護・医療関連情報の「見える化」の推進について」（平成 25 年 7 月 29 日、厚生労働省老健局老人保健課）、

p.15 参照。 

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/osirase/hokenjigyou/06/dl/3.pdf 
19 http://mieruka.mhlw.go.jp/ 

保健事業推進のための
データ活用に必要なもの

①データを“収集・登録”する

 収集・登録の仕組み（含、法整備）

②大規模データを“加工・集計”する

 ICT（含、便利なデータベースシステム）

③最適な“解析”を行う

 統計学・疫学理論

④解析結果を“解釈（分析）”する

 保健医療分野の専門知識（医学知識等）

21

人
材
育
成

③最適な“解析”を行う

 統計学・疫学理論

 全国的に人材不足

 情報処理等の能力が高い事務職等の人材育成

 国保連合会等の人材を育成し、保険者支援を行っ
ていくのが効果的・効率的では？

④解析結果を“解釈（分析）”する

 保健医療分野の専門知識（医学知識等）

 保健師、管理栄養士等の専門職の人材育成

 各保険者の専門職等に対する人材育成（各都道府
県の研修会等）

22
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（3） ビッグデータの可能性を引き出すために 

一例として、介護保険制度における政策評価指標群の枠組み（図 18）においては、インプッ

ト（図中①）からインパクト（⑧）についての地域間あるいは社会階層間で格差があるなどと

いった多面的な情報が得られてはじめて、プロセス（②）を変えることによりアウトプット（③）

が変化し、その結果、環境要因（④）や個人・行動（⑤）が変わって、さらにその結果、中間ア

ウトカム（⑥）、アウトカム（⑦）が変化するという一連の流れが見える。その中で、例えば、

アウトプット（③）が問題、中間アウトカム（⑥）が問題といった評価を通じて、対策が採れ

る。この一連のデータ全体が、そうした分析に非常に大きな力を発揮すると考えられる。 

 

 

図 18 近藤部会員プレゼンテーション資料の抜粋 

 

 

現状、個人・行動（⑤）以降のデータの整備はある程度できていると認識しているが、それ

らとインプット（①）、プロセス（②）、アウトプット（③）とのリンクが取れていないとも認識

している。 

ここで、上記の政策評価指標群の枠組みを前提とした上で、政策についての効果的・効率的

な事業立案と評価を念頭に、ビッグデータの可能性を引き出すための今後の課題として、以下

6 点をあげる。 

 

a）インプット（①）〜公正（⑩）を個票レベルで結合すること。 

b）健康課題の関連要因である環境要因（④）〜インパクト（⑧）、公正（⑩）から事業立案

できるようにすること。 

c）複数事業の効果（インプット（①）～アウトプット（③））をもとにした、公正（⑩）の観

点での比較評価ができるようにすること。 

②
プロセス

計画・配
分・実施
回数など

政策評価指標群の枠組み（2017）

①
インプ
ット

資源

政策・事業・対策

メタボなど健診
の異常者割合

⑦アウトカム
（効果・成果）

⑤個人・
行動

④環境要因

医療介護費用･
死亡率認定率･
など

⑧インパクト
（長期効果）

介入前

介入後

ライフコース・
SDH・環境など

SDH：
健康の社会的
決定要因③

アウト
プット

参加者
数など

⑤
個人･
行動

④環境
要因

⑨効率（費用対効果）

⑩公正（地域間・社会階層間） 16
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d）事業に要した費用データ収集により、効率（費用対効果）（⑨）の評価ができるようにす

ること。 

e）行政内外にあるデータを、個人情報を保護しながら結合し分析できる仕組みづくりから始

めること。 

f）研究と「見える化」を同時進行で進めること。 

 

 

2．1．4． 石原部会員からの資料提示 

石原部会員から、「今後の KDB データの分析について」と題して資料提示され、以下の説明

が行われた。 

 

（1） 分析例 

ビッグデータを用いた分析例として、「医療費の分析」、「薬剤の分析」、「訪問看護の統計」、

「医師数の統計」についての分析を紹介する。 

この中で、市町村国保の医療費及び諸率の伸び率の推移に関する分析例は、全体の状況を把

握し、問題意識を持つための素材としての分析例である。 

 

表 14 ビッグデータの観点からの医療費等に関する分析例 

No 分析 分析例 特徴 

1 医療費の 

分析 

以下に関する分析 

市町村国保の医療費及び諸率の

伸び率の推移 

a） マクロの医療費統計の分析である。 

b） 予算作成等の事業管理に活用されている。 

c） 時系列分析を行うことで、診療報酬改定の影

響評価や C 型肝炎治療薬の影響などを推定する

ことができる。 

2 薬剤の分析 以下に関する分析 

○薬効分類別年齢階級別薬剤料

（平成 28 年 9 月） 

○年齢階級別薬効分類別薬剤料

の乖離指数（平成 28 年 9 月） 

a） 使用薬剤の薬効分布は 5 歳未満が最も偏りが

大きく、年齢が上昇するにつれて偏りが減ってく

る。しかし、80 歳を超えると逆に年齢が上昇す

るにつれ偏りが大きくなる。 

b） 95 歳以上特に 100 歳以上でタンパクアミノ

酸製剤の使用が多いといった通常の抽出調査で

は分析できないレアケースの分析が可能になっ

ている。 

c） 乖離指数（分布間の乖離を計量する指標）と

いった分析のための指標を作ることで、年齢階級

別の特徴が見える化されている。 

3 訪問看護の 

統計 

以下に関する分析 

○医療機関の種類別外来延患者

数の推移、医療機関の種類別外

来一件当たり日数の推移 

a） 医科では、病院、診療所ともに患者数が徐々

に減少する中で、訪問看護の患者数は急増してい

る。 

b） 慢性疾患の増加等により一件当たり日数は医

科、歯科ともに減少しているが、訪問看護では一

件当たり日数は増加している。 
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No 分析 分析例 特徴 

4 医師数の 

統計 

以下に関する分析 

○都道府県別年齢階級別医療施

設従事医師数増減率（単純増

減）、都道府県別年齢階級別医

療施設従事医師数増減率（コー

ホート増減） 

○都道府県別医療施設従事医師

数増減年齢階級別寄与率 

a） 同一年齢階級で単純に比較すると、医師の高

齢化を反映して 40 歳代の増減が全体の増減の約

3 分の 1 の寄与となる。 

b） コーホート20で比較することで、30 歳代まで

の増減が全体の増減の約 6 割の寄与となってい

ること、全体の増加率が高い都道府県はほぼどの

年齢階級でも増加率が高い傾向があること、85

歳以上のコーホートでも減少率が低い傾向があ

り、その寄与率が 5%あることがわかる。 

 

 

（2） 意見 

以上の 4 つの分析例も踏まえ、今後の KDB データの分析についての意見は、表 15 の通りで

ある。 

 

表 15 今後の KDBデータの分析についての意見 

No 意見の領域 趣旨 

1 医療保険制度における

ビッグデータ分析の意

義 

○ビッグデータの分析により医療の内容についての分析ができるようになる。 

○単に給付と負担というこれまでの議論ではなく、保険者としても医療の内容

に関する議論につなげることで、今後の新しい医療保険制度の展開につなげら

れるということが意義としてあるのではないか。 

2 都道府県や保険者にお

けるデータ分析事業の

在り方 

○管理的なデータをまず帳票から現状を把握して、問題点を認識してビッグデ

ータ分析等につなげていくという分析が、都道府県、連合会にとってもよいの

ではないか。 

3 ビッグデータ分析にお

ける留意点 

○ビッグデータにより、1％のようなレアケースにおける分析が可能になるが、

そのためにはビッグデータ自体のデータがクリーンでなければいけない。例え

ば KDB システムでいえば介護と医療では 1％以上が突合しない。 

○クリーンなデータにするよう最大限努力していく必要があるのではないか。 

4 統計分類のためのマス

タの重要性 

○薬剤は薬効分類しかない。例えば最近の例では、薬剤ではモノクローナル抗

体などといったバイオ薬が出てきていても、マスタ自体にモノクローナル抗体

かどうかといった指標は出ていない。 

○統計分類のためのマスタの整備はやはり欠かせないのではないか。 

5 時系列分析を行うため

の留意点 

○疾病分類が 10 年くらいに 1 回 ICD が変わる。この 4 月にも ICD が変わり、

例えば、痔核が循環器系の疾患から消化器系の疾患に変わった。そういった変

化に関する評価も重要。 

6 訪問看護に関する分析

の充実 

○今後、さらなるレセプトの電子化が進められる予定で、訪問看護も電子化さ

れる方向になっているので、KDB システムでも取り入れた方がいいのではな

いか。 

7 新たな分析手法の試み ○乖離指数のようなものや、コーホート分析など、そういったことを少しずつ

でも KDB システムで取り入れられたらいいのではないか。 

 

  

                                                        
20 ある一定期間内に生まれた人の集団のこと。 
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2．2． 利活用調査結果及び部会員意見に対する KDB システムの対応状況 

利活用調査結果及び部会員の意見を部会における検討毎に分類し、KDB システムにおける対

応状況と併せて整理した。 

なお、表中における「KDB 対応有無」列の記号の意味は以下のとおりであり、「KDB システ

ム対応状況」列において具体的な対応済み・対応予定の内容、または未対応の内容について記

載している。 

・「○」：現行機能で対応済、もしくは平成 30 年度リリース機能で対応予定 

・「△」：現行機能で一部対応済、もしくは平成 30 年度リリース機能で一部のみ対応予定 

・「－」：未対応 

 

2．2．1． 市町村等のデータヘルス事業に関するデータ活用について 

利活用調査では、広域連合へのデータ提供の充実のニーズがあったが、これについては、す

でに、後期高齢者医療に関する帳票は 64 帳票あり、国保の 81 帳票に比べて、ほぼ同程度の情

報内容を提供しているといえる。また、平成 30 年度リリース予定の機能で、後期高齢者医療の

保健事業に対応した項目を複数盛り込む予定である。 

部会員意見では、調剤費のデータに関するニーズ、糖尿病性腎症重症化予防や保健事業実施

前後における医療費の変化の分析に資する情報出力のニーズ、公衆衛生学的な介入に活用でき

る情報出力のニーズ等があったが、これらはいずれも対応済みか、平成 30 年度リリース予定機

能によって対応できるものと考えられる。 

一方、特定健康診査の質問票と疾患等の関係性を示すための加工・集計等を求める部会員意

見があったが、そのニーズに対しては、現行未対応であり、平成 30 年度のリリース機能にも含

まれていない。 

以上を含めた、市町村等のデータヘルス事業に関するデータ活用への意見に対する KDB シ

ステムの対応状況については、表 16 の通りである21。 

 

表 16 市町村等のデータヘルス事業に関するデータ活用への意見に対する KDBシステムの対応状況 

No 
利活用調査結果 

及び部会員意見（抜粋） 

KDB 

対応 

有無 

KDB システム対応状況 

1 保険者努力支援制度等の

支援を目的としたデータ

分析の充実 

 

※連合会は、保険者努力支

援制度等に資するよう

なデータ提供は行って

いるが、保険者努力支援

制度等を支援する目的

△ 【対応済み・対応予定】 

・特定健康診査の受診率や、糖尿病等の重症化予防の取組みにか

かるデータ等、結果的に同制度等に資するようなデータ提供は

KDB システムにて行っている。 

【未対応】 

・がん検診の状況にかかるデータ提供等は未対応である。 

※KDB システムの基本構想は保険者努力支援制度等（平成 28 年

度より前倒し実施）以前のものであり、システムは同制度に則

した作りになっていない。 

                                                        
21 本表以降における「保険者」には、医療保険の保険者だけでなく、介護保険の保険者を含む。 



40 

No 
利活用調査結果 

及び部会員意見（抜粋） 

KDB 

対応 

有無 

KDB システム対応状況 

でのデータ提供は少な

かった。 

 

2 医療費適正化に資するた

めのデータ分析の充実 

※利活用調査結果から、糖

尿病重症化予防、糖尿病

以外の生活習慣病予防、

重複服薬、重複・頻回受

診、後発医薬品等のデー

タ分析のニーズが高い

と考えられる。 

△ 【対応済み・対応予定】 

・個人別の健診・医療情報及び一部介護情報は KDB システムに

取り込み済。 

・平成 30 年度に、保健事業の分析をサポートする機能が追加リ

リースされ、個別保健事業毎に以下が可能となる予定。（③④

には医療費比較を含む） 

  ①事業対象者の抽出 

  ②介入履歴の表示 

  ③個人の事業前後の数値の比較 

  ④事業における参加群・未参加群の事業前後の数値の比較 

【未対応】 

・データ分析のニーズが高いものののうち、後発医薬品等のデー

タ分析機能については現在対応の予定はない。（なお国保総合

システムで後発医薬品の利用状況の可視化が可能） 

3 KDB で分析したデータに

ついて、専門職や職員だけ

ではなく、地区の住民と一

緒に考えることが重要。そ

の際に、地区や世代に多い

疾患のみでなく、生活習慣

と組み合わせた分析がで

きるとよい。 

△ 【対応済み・対応予定】 

・特定健康診査の質問票の項目が取り込まれている。 

・レセプト（医科、歯科、調剤）が取り込まれている。 

・質問票回答結果を保険者単位で集計・表示している。 

・地区別、年齢別、性別ごとの医療の状況を表示している。 

【未対応】 

・質問票と疾患等の関係性を示すための加工・集計は行われてい

ない。 

4 KDBの帳票では、1人あた

り外来医療費年度推移等

が表示されているが、外来

医療費のみでの評価は難

しいため調剤費を含める

ことが必要ではないか。 

○ ・調剤レセプトは KDB システムに取り込まれており、医科・歯科

レセプトと突合できた調剤レセプトは、医療費に含む形で表示

している。 

・平成 30 年度にリリース予定の機能にて、医科入院・医科外来・

歯科・調剤の医療費を区別して表示可能となる予定。 

5 広域連合へのデータ提供

の充実 

○ ・後期のデータも国保と同様に取り込まれており、現行は国保 81

帳票、後期 64 帳票である。（健診関連の帳票で多寡が発生して

いるが、閲覧可能な情報に実質的な差は殆どない） 

・平成 30 年度にリリース予定の機能にて、後期高齢者の保健事

業に対応した項目を複数盛り込む予定。（国保も利用可能） 

6 保健事業予算の基礎資料

の作成等のため、保健事業

実施前後の医療費の変化

がわかるとよい。 

○ ・平成 30 年度にリリース予定の機能にて、保健事業実施前後の

健診・疾病情報・医療費等の推移を把握可能となる予定。 

7 人工透析への移行を防ぐ

目的の糖尿病性腎症重症

化予防事業において、医療

費適正化の効果を短期的

に評価しづらい状況があ

る。 

○ ・糖尿病性腎症重症化予防の対象者を抽出するツールを作成し、

中央会 HP で公開済。 

・平成 30 年度にリリース予定の機能にて対応予定。 
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No 
利活用調査結果 

及び部会員意見（抜粋） 

KDB 

対応 

有無 

KDB システム対応状況 

8 保健事業の効果を見るた

めに、事業対象者の集団単

位で、事業前後でのデータ

の比較ができるとよい。 

○ ・突合 CSV を加工することにより介入支援対象者を特定し、そ

の集団を集計することができる。 

・平成 30 年度にリリース予定の機能にて以下が可能となる予定。 

 ①事業の対象者一覧をシステムに登録 

 ②対象者一覧を呼び出し、事業実施状況を入力 

 ③対象者の事業実施前後の数値比較を表示 

（対象者を事業参加群・未参加群に分類した比較も可能） 

9 生活習慣病等の対象者を

抽出する際、服薬のみでな

く、病名と検査の実施有無

を抽出のキーにできると

よい。糖尿病重症化予防の

場合、病名＋血液検査の有

無等。 

△ 【対応済み・対応予定】 

・病名または疾病分類をキーとした対象者抽出が可能。 

・平成 30 年度にリリース予定の機能にて、生活習慣病について

は、あらかじめ定められた病名または疾病分類または薬効分類

をキーとした対象者抽出が可能となる予定。 

【未対応】 

・（健診以外の）診療行為に係る検査情報は、現行の機能にて個

別にレセプトを確認するか、または突合 CSV の加工により対

応可能だが、平成 30 年度にリリース予定の機能には含まれて

いない。 

10 KDB システムの活用とし

て、公衆衛生学的な介入

（対象者選定、介入の優先

順位決定の根拠）としての

活用ができるとよい。 

○ ・平成 30 年度にリリース予定の機能にて、条件を指定した対象

者抽出、優先順位付のための参考データ表示等の追加を予定。

（国保及び後期で利用可能） 

追加される項目例は以下： 

■抽出条件 

 ・健診結果値、疾病状況、医療受診または健診受診の有無 

 ・受診・服薬状況（頻回受診、重複多剤処方） 

■優先順位付けの参考データ 

・一部の指導管理料発生有無、人工透析有無 

 ・生活習慣病未治療の可能性あり、糖尿病治療中断の可能性

あり 

・要介護度、介護給付費等 

 

 

2．2．2． 介護保険制度及び地域包括ケアシステムに関するデータ活用について 

利活用調査では、介護関連のデータ分析の充実に関するニーズがあったが、これについては、

平成 30 年度リリース予定の機能で、介護関連データに関するデータ表示の充実を図るため、あ

る程度の対応はできていると考えられる。 

部会員意見では、医療、介護、健診を受けていない人に着目した機能の必要性や、医療と介

護及び健診と介護の突合が地域別にできるとよいとの意見、諸事業進捗管理に資する機能のニ

ーズがあったが、これらについては、現行機能及び平成 30 年度リリース予定機能で対応可能で

あると考えられる。 

一方、部会員意見にあった、介護保険にかかる基本チェックリスト及び日常生活圏域ニーズ

調査に関するデータ連携のニーズについては、現行未対応であり、平成 30 年度リリース予定の
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機能にも含まれていない。 

以上を含めた、地域包括ケアシステムに関するデータ活用への意見に対する KDB システム

の対応状況については、表 17 の通りである。 

 

表 17 介護保険制度及び地域包括ケアシステムに関するデータ活用への意見に対する KDBシステムの対応状況 

No 
利活用調査結果 

及び部会員意見（抜粋） 

KDB 

対応 

有無 

KDB システム対応状況 

1 介護関連データ分析の充

実 

△ 【対応済み・対応予定】 

・平成 30 年度にリリース予定の機能にて、介護関連データのう

ち、「①介護給付費」、「②要介護度」、「③施設／在宅のサ

ービスの区分」を表示予定。 

【未対応】 

・上記以外の介護関連データは表示不可。 

・介護給付と医療給付の両方の適正化を総合的に分析するための

帳票はない。（なお、介護給付適正化システムで医療情報との

突合・縦覧点検等は可能） 

・KDB システムの帳票データ同士、もしくは KDB データと他の

データを突合するためのツールがない。 

 

2 医療、介護、健診を受けて

いない人に着目する機能

も必要。 

○ ・KDB システムの被保険者台帳には医療、介護、健診の実績がな

い者も含まれており、現行の機能にて、被保険者台帳を CSV 出

力・加工することで、40 歳以上の被保険者のうち医療、介護、

健診の実績がない者を特定することが可能。 

・平成 30 年度にリリース予定の機能にて、以下の機能を実現予

定。 

 ①健診なし・医療なしの該当者を抽出・一覧表示する。 

 ②上記で抽出した一覧を CSV 出力し、さらに介護なしの該当

者を絞り込む。 

 ※上記で特定した集団をシステムに保存し、次年度以降の状況

をフォロー可能。 

 

3 医療と介護及び健診と介

護の突合が地域別に出る

とよい。 

○ ・介護保険のデータ（給付費、要介護度、施設か在宅サービスの

どちらを利用しているか）は表示可能。（ただし介護保険の給

付内容の詳細は表示できない。） 

・あらかじめ設定された地区割（設定後の変更も可能であるが、

変更前のデータには反映されない）別に、被保険者単位で医療

（国保・後期）又は健診（国保・後期）と介護が突合できている

かどうかを突合 CSV から抽出・集計することで実現可能。（た

だし、突合 CSV を使用した外付けシステム等が必要） 

・平成 30 年度にリリース予定の機能にて、地区別に保健事業対

象者抽出・事業実施前後の比較を行い、対象地区の対象者につ

いて、要介護度・介護給付費を表示可能とする予定。 
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No 
利活用調査結果 

及び部会員意見（抜粋） 

KDB 

対応 

有無 

KDB システム対応状況 

4 基本チェックリストや日

常生活圏域ニーズ調査と

KDB システムのデータ連

携によって、見えてくるも

のがある。（例えば、閉じ

こもりと尿失禁の関係性

など） 

△ 【対応済み・対応予定】 

・基本チェックリストについては、健診と同時実施し「特定健診

等データ管理システム」へデータ連携される場合に、表示が可

能となる予定。（ただし現状のデータ連携件数はごく僅か。） 

・平成 30 年度にリリース予定の機能にて、上記基本チェックリ

ストを対象者抽出等に利用可能とする予定。 

【未対応】 

・介護保険にかかる基本チェックリスト及び日常生活圏域ニーズ

調査はデータ連携されていない。 

 

5 医療費や介護データから、

適正化の介入ポイントに

成り得るデータを KDB シ

ステムと併せて分析し、施

策作りに生かすことが必

要。その際、他のデータと

の突合をするための立て

つけの検討が必要。 

－ ・KDBデータとその他のデータを突合するためのツール等は用意

されていない。 

・平成 30 年度保険者機能強化推進交付金に係る評価指標につい

ても、平成 30 年 2 月 28 日に厚生労働省から示されたばかりで

あり、システムには反映していない。 

 

6 様々な事業の進捗管理と

評価に KDB システムを活

用できるとよい。（特に、

医療・介護連携の取り組み

の事業評価への活用。） 

○ ・平成 30 年度にリリース予定の機能にて、事業の進捗管理につ

いては、介入支援対象者一覧における実施予定者・実施者・中

断者のフラグ立てや、開始日・終了日・メモの入力により、事

業実施のステータス管理が可能となる予定。 

・また、事業実施前後の比較機能（健診結果値、医療費の比較な

ど）が利用可能となる予定。ただし、介護保険の給付内容の詳

細は KDB システムでは表示されない。 

 

 

2．2．3． 都道府県でのデータ活用について 

利活用調査では、都道府県へのデータ提供の充実についてのニーズがあったが、これについ

ては、平成 30 年度から、都道府県においても KDB システムが導入され、収集・登録及び加工・

集計したデータを活用することが可能となっている。ただし、KDB システムは、当初、国保保

険者の保健師等が保健事業に活用できるように開発しており、都道府県が策定する各種計画（医

療計画、医療費適正化計画、健康増進計画等）に対応したシステムとはなっていない。 

部会員意見では、データ分析について、都道府県と大学、連合会等との協働した展開ができ

るとよいとの意見があったが、これについては、KDB システムデータの第三者提供にあたるデ

ータ活用に関する議論が必要であり、現時点では、KDB システムの機能としては未対応である。 

以上を含めた、都道府県でのデータ活用への意見に対する KDB システムの対応状況につい

ては、表 18 の通りである。 
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表 18 都道府県でのデータ活用への意見に対する KDBシステムの対応状況 

No 
利活用調査結果 

及び部会員意見（抜粋） 

KDB 

対応 

有無 

KDB システム対応状況 

1 都道府県へのデータ提供

の充実 

○ ・現行の画面機能を都道府県側で利用できる機能を平成 29 年度

にリリース済。これにより、都道府県としても KDB システムが

収集・登録及び加工・集計したデータを活用することが可能。 

2 データ分析に関して、大学

と保険者はもちろん、都道

府県と大学、連合会等が三

者一体となり展開してい

くことが望ましい。 

△ 【対応済み・対応予定】 

（No1 と同様） 

【未対応】 

・大学等の学術機関に対する情報展開について、対応は未実施。

（KDB データは保険者が所有しており、現時点では保健事業の

実施を支援する目的以外の利用及び該当保険者以外への提供

は不可） 

 

 

2．2．4． 被用者保険等とのデータ連携について 

部会員意見では、被用者保険、国保、後期高齢者医療のデータの紐づけができるとよいとの

意見があったが、これについては未対応である。 

被用者保険等とのデータ連携への意見に対する KDB システムの対応状況については、表 19

の通りである。 

 

表 19 被用者保険等とのデータ連携への意見に対する KDBシステムの対応状況 

No 
利活用調査結果 

及び部会員意見（抜粋） 

KDB 

対応 

有無 

KDB システム対応状況 

1 被用者保険、国保、後期の

紐付ができるとよい。その

上で、経済状況（課税世帯、

高額納税者 等）を基準に

分析ができるとよい。 

－ ・KDB システムは被用者保険、生活保護受給者は対象外であり、

また、経済状況等のデータが存在しない。 

※なお、一部自治体について、国立保健医療科学院作成の加工等

ツールを利用して、KDB データと全国健康保険協会のデータを

紐付けして、分析している事例あり。 

 

 

2．2．5． KDB の分析指標や新たなデータ分析手法の導入について 

利活用調査では、保険者の事業管理に利用できるデータ分析・帳票出力の充実のニーズがあ

ったが、これについては、他保険者の数値を確認できる機能、自保険者と他保険者の比較がで

きる機能があり、加えて、平成 30 年度リリース予定の機能により、保健事業単位で、医療費の

増減や健診の実績を経年比較できるようになる予定である。 

以上を含めた、KDB の分析指標や新たなデータ分析手法の導入への意見に対する KDB シス

テムの対応状況については、表 20 の通りである。 
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表 20 KDBの分析指標や新たなデータ分析手法の導入への意見に対する KDBシステムの対応状況 

No 
利活用調査結果 

及び部会員意見（抜粋） 

KDB 

対応 

有無 

KDB システム対応状況 

1 保険者の事業管理に資す

るデータ分析の充実 

・保険者のニーズに応じ、

データの図表化や分析

ツールを提供 

・事業管理に利用できる

統計分析帳票の充実（医

療費の動向や健診の実

績等） 

△ 【対応済み・対応予定】 

・健診・医療の統計情報として全国・同規模保険者の値を確認・

比較することが可能。 

・平成 30 年度にリリース予定の機能にて、保健事業単位で、医

療費の増減や健診の実績を経年比較可能となる予定。 

【未対応】 

・保険者のニーズに合わせたデータの図表化等。 

・全国の医療統計データに特化した帳票等の作成・配信。 

2 KDB システムのデータを

見て、どのような事業を展

開すべきかというところ

まで、システムで対応され

るとよい。 

－ ・KDB データからどのような事業を展開すべきか、についてのレ

コメンドを提示する等の機能はない（対応は困難と考えられ

る）。 

 

3 保険者機能強化のため、第

三者求償などの保険請求

に KDB システムを活用で

きるとよい。 

－ ・第三者求償の該当有無を示すデータは取り込んでおらず、第三

者求償向けの機能は存在しない（業務システムとする考えはな

い）。（なお国保総合システムで第三者求償に係るレセプト抽

出等が可能） 

 

 

2．2．6． その他（KDB データ活用に関すること） 

部会員意見では、KDB システムの活用推進に関する意見があったが、これについては、保険

者及び連合会向けの操作研修等の実施や、KDB システムの標準機能をとりまとめた KDB シス

テム活用マニュアルの作成・公開により、ある程度は対応していると考えられる。 

しかし、例えば、特定の保健事業を例にとった、より具体的な KDB システムの活用に関する

指導・支援といった取り組みは不足していると考えられる。 

以上を含めた、KDB データ活用に関するその他の意見に対する KDB システムの対応状況に

ついては、表 21 の通りである。 

 

表 21 KDBデータ活用に関する意見に対する KDBシステムの対応状況 

No 
利活用調査結果 

及び部会員意見（抜粋） 

KDB 

対応 

有無 

KDB システム対応状況 

1 KDBデータをCSVファイ

ル加工により活用する方

法等について、学識者に向

けてわかりやすい情報提

供ができるとよい。例とし

て、集計のデモデータのよ

うなものを提供する等。 

－ ・学識者向けの情報提供を目的としたデモデータ等は保持してい

ない（KDB システムデータの第三者提供の枠組検討の中で考慮

したい）。 
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No 
利活用調査結果 

及び部会員意見（抜粋） 

KDB 

対応 

有無 

KDB システム対応状況 

2 各連合会からの要望の整

理・優先順位づけをすべ

き。連合会等で作成・提供

している有用なツールは

KDB システムの標準機能

として取り込んでもらえ

るとよい。 

－ （連合会要望について、今後棚卸を実施し、開発予算等を踏まえて

対応可能か否かを判断する想定） 

 

3 KDB システム活用推進に

あたり、以下が重要。 

・自治体職員サポートの

仕組み。大学が入るな

ど。 

・研究者が市町村の施策

を意識したデータ分析

をすること 

・ツールを使える若手研

究者、自治体職員の育成 

△ 【対応済み・対応予定】 

・保険者及び連合会向けに、KDB システムの標準機能をとりまと

めた KDB 活用マニュアルを作成し公開している。 

【未対応】 

・操作研修等も実施しているが、より具体的な指導・支援は実施

していない（特定の保健事業を例にとった操作ケーススタディ

等）。今後、対応を検討する。 

 

 

3.  利活用調査結果及び部会員意見から見える今後の課題 

3．1． 利活用調査結果から見える今後の課題 

「1.2. 利活用調査の結果」から浮かび上がる KDB システムの利活用にかかる現状と、そこか

ら導き出すことのできる今後の課題をまとめる。 

KDB システムは、国保保険者が行う保健事業を支援することが目的であったこともあり、医

療費適正化や地域包括ケアシステムに資する機能は、必ずしも充実していない。また、保険者

努力支援制度のように、KDB システムの稼動後に推進されてきた施策への対応も、不十分な点

は否めない。国保の都道府県単位化による都道府県の役割の変化への対応についても、同様で

ある。 

それらの現状認識を踏まえ、本部会の当初に設定した 6 つの検討事項と、利活用調査によっ

て浮かび上がった現状を、表 22 のとおり整理した。 

また、これらの整理から、①医療費適正化に資するデータ提供の充実、②保険者努力支援制

度等に対する支援に資するデータ提供の充実、③地域包括ケアシステムに対する支援に資する

データ提供の充実22、④都道府県のニーズに対応するデータ提供の充実、⑤各種計画、データ集

計及び分析を円滑に推進するための支援の検討が今度の課題と考えられる。 

 

                                                        
22 平成 30 年度から本格実施となった保険者努力支援制度の指標「地域包括ケア推進の取組み」の中で、「KDB・
レセプトデータを活用した健康事業・介護予防・生活支援の対象となる被保険者の抽出」が挙げられている。 
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表 22 利活用調査による現状分析と今後の課題 

No 
当初設定した 

6 つの検討事項 
利活用調査による現状分析 今後の課題 

1 市町村等のデータ

ヘルス事業に関す

るデータ活用 

・KDB システムは、当初、国保保険者の保健師等が

保健事業に活用できるように開発しており、医療

費適正化を目的とした開発ではなかった。 

・調査結果において、医療費適正化に資するためのデ

ータ提供が多いこと等、保険者等からのニーズが

高いことが考えられる。 

医療費適正化に資す

るデータ提供等の充

実 

（第 4 章の 2.1.） 

2  ・調査結果より、連合会は、保険者努力支援制度に資

するようなデータ提供は行っているが、意識的に

保険者努力支援制度を支援する目的としてのデー

タ提供は少なかった。 

・また、KDB システムの開発は、保険者努力支援制

度（平成 28 年度より前倒し実施）より以前であり、

現在のシステムには、一部対応していない集計が

ある（例えば、後発医薬品の利用割合にかかる集計

は、国保総合システムで可視化が可能であるため、

集計機能を追加していない） 

・保険者努力支援制度の指標となっているがん検診

の情報は、KDB システムには取り込まれていない。 

 

保険者努力支援制度

等における支援に資

するデータ提供等の

充実 

（第 4 章の 2.2.） 

3 地域包括ケアシス

テムに関するデー

タ活用 

・KDB システムは、特定健診・医療のデータが中心

に取り込まれており、介護関連データが少ない。 

地域包括ケアシステ

ムにおける支援に資

するデータ提供等の

充実 

（第 4 章の 2.3.） 

4 都道府県でのデー

タ活用 

・連合会は、市町村及び組合の国保保険者を中心に支

援を実施してきているが、広域連合、都道府県への

データ提供が広がっていることがわかった。 

都道府県のニーズに

対応するデータ提供

の充実 

（第 4 章の 2.4.） 

5 被用者保険とのデ

ータ連携・活用 

－ － 

6 データの分析指標

や新たなデータ分

析手法の導入 

・連合会は、保険者等のニーズに応じて、独自システ

ムを使用し、データを図表化等して提供していた。 

・連合会は、保険者のニーズに合わせてカスタマイズ

できるような分析等ツールを活用していた。 

各種取組みの計画、

データ集計及び分析

を円滑に推進するた

めの支援の検討 

（第 4 章の 2.5.1.） 

7 その他（データ活用

に関すること） 

－ － 

（注）被用者保険とのデータ連携・活用とその他の論点は、調査項目の設計上、浮かび上がってこない。 
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3．2． 部会員意見から見える今後の課題 

部会員からの意見の内、KDB システムの現在の機能にないもの及び平成 30 年度リリース機

能で対応予定でないものを中心に、表 23 のとおり整理した。 

また、これらの整理から先に挙げた課題に加え、①KDB システムと他システムのデータを組

み合わせた分析を行う仕組みの検討、②KDB システムデータの第三者提供の検討、③KDB シス

テムの利便性の強化・普及策の検討が今後の課題と考えられる。 

 

表 23 部会員からの主な意見と今後の課題 

No 
当初設定した 

6 つの検討事項 

部会員からの主な意見 
今後の課題 

システム区分 内容 

1 市町村等のデ

ータヘルス事

業に関するデ

ータ活用 

システム系 ・KDB システムで分析したデータについて、専

門職や職員だけではなく、地区の住民と一緒

に考えることが重要。その際、地区や世代に

多い疾患のみでなく、生活習慣と組み合わせ

た分析ができるとよい。 

医療費適正化に資

するデータ提供等

の充実 

（第 4 章の 2.1.） 

2 ・生活習慣病等の対象者の抽出時、服薬のみで

なく病名と検査の実施有無を抽出のキーに

できるとよい。 

3 ・肺炎球菌ワクチンの接種における費用対効果

の検証ができると良い。 

4 介護保険制度

及び地域包括

ケアシステム

に関するデー

タ活用 

システム系 ・医療や介護のデータから、適正化に向けた介

入ポイントに成り得るデータを分析し、施策

作りに生かすことが必要である。 

介護保険制度及び

地域包括ケアシス

テムにおける支援

に資するデータ提

供等の充実 

（第 4 章の 2.3.） 

5 ・在宅療養に関して医療や介護のデータを突合

した分析ができると、地域包括ケアの実現に

向けた評価が進むのではないか。 

6 ・個人についての介護給付費と医療費の一体的

な分析が簡便にできるとよい。 

7 ・医療・介護連携の取組の進捗管理・事業評価

の視点での機能・データ整備がされるとよ

い。 

8 ・介護保険の基本チェックリストや日常生活圏

域ニーズ調査と KDB システムのデータ連携

によって、見えてくるものがあるのではない

か（例えば、閉じこもりと尿失禁の関係性

等）。 

KDB システムと他

システムのデータ

を組み合わせた分

析を行う仕組みの

検討 

（第 4 章の 2.5.2.） 9 ・訪問看護のデータが電子化される方針となっ

ていることから、KDB システムに取り込んだ

上で分析ができるようにしてはどうか。 

10 都道府県での

データ活用 

非システム 

系 

・データ分析に関して、大学と保険者はもちろ

ん、都道府県と大学、連合会等が三者一体と

なり展開していくことが望ましい。 

KDB システムデー

タの第三者提供の

検討 

（第 4 章の 2.5.4.） 
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No 
当初設定した 

6 つの検討事項 

部会員からの主な意見 
今後の課題 

システム区分 内容 

11 被用者保険と

の デ ー タ 連

携・活用 

システム系 ・被用者保険、国保、後期の紐付けができると

よい。その上で、経済状況（課税世帯、高額

納税者等）を基準に分析ができるとよい。ま

た、介護、精神、生保の問題を重層的に分析

できるようにすべき。 

KDB システムと他

システムのデータ

を組み合わせた分

析を行う仕組みの

検討 

（第 4 章の 2.5.2.） 

12 KDB データの

分析指標や新

たなデータ分

析手法の導入 

システム系 ・市区町村の国保の部署によっては、保健師を

含む専門職が 1 人もいないところもある。

KDB システムのデータから、展開すべき事業

の検討支援まで、システムで対応されるとよ

い。 

各種取組みの計

画、データ集計及

び分析を円滑に推

進するための支援

の検討 

（第 4 章の 2.5.1.） 13 ・KDB システムは、年齢調整や検定等、疫学・

統計理論に基づいた分析については十分で

ない。KDB システムの CSV ファイルへの情

報出力機能を活用し、統計処理による「見え

る化」を簡易に行えるツール類の開発等が必

要である。 

14 ・個別保健事業等のアウトプット（参加者等）

や事業にかかった費用等のデータを結合し

ないと、健康課題の原因や関連要因を掘り下

げる活動が難しい。 

KDB システムと他

システムのデータ

を組み合わせた分

析を行う仕組みの

検討 

（第 4 章の 2.5.2.） 

15 非システム 

系 

・KDBシステムの利活用に向けた議論を動かす

ために、いくつかの連合会と保険者が協働で

モデル事業を組み、そこでどのようなことが

できるか、またどのようなデータが欲しいか

を考える取組みを一つの柱として位置付け

た方がよい。 

介護保険制度及び

地域包括ケアシス

テムにおける支援

に資するデータ提

供等の充実 

（第 4 章の 2.3.） 

16 その他（KDB

データ活用に

関すること） 

システム系 ・KDB システムのデータを CSV ファイル加工

により活用する方法等について、学識者に向

けてわかりやすい情報提供ができるとよい。 

KDB システムの利

便性の強化・普及

策の検討 

（第 4 章の 2.5.3.） 17 ・KDB システムの円滑な利用に向け、システム

から出力できる情報の基本セットを提示し、

必要に応じて保険者が情報の追加・加工を行

う方式にしないと、最初に KDB システムを

利用する際のハードルが高くなってしまう

のではないか。 

18 ・複数のシステムからデータを取り出す煩雑さ

を考えると、特定健診等データ管理システム

のデータを、医療データと合わせて KDB シ

ステムから容易に取り出せるような標準的

なデータセットを充実することが必要では

ないか。 

19 ・KDBシステムのデータクリーニングにかかる

機能をより充実させた方がよい。 
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No 
当初設定した 

6 つの検討事項 

部会員からの主な意見 
今後の課題 

システム区分 内容 

20 ・マクロ的な傾向を分析する目的でデータを活

用する場合、必ずしも KDB システムの中で

完全な突合（例えば医療と介護間）ができな

くてもよいのではないか。 

21 非システム 

系 

・毎年度必ず健診を受診しているとは限らない

人が多い国保における、経年的な健診データ

分析をする手法を検討し、市町村に示す必要

があるのではないか。 

22 ・各連合会の KDB システムに対する要望の整

理・優先順位づけをすべき。 

23 ・KDBシステムから提供される情報量が膨大で

あり、自治体職員等が適切に情報を活用でき

ない恐れがある。活用に向けた手順書の整備

や、それを基にした情報を読み解く練習等の

人材育成が必要である。 

24 ・統計学・疾学理論にかかる保険者の人材育成

にあたっては、まず連合会の中で人材育成

し、それから保険者支援を行う方式が効果

的・効率的ではないか。 
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第４章  KDB 利活用の推進・高度化に向けての課題とその対応の方向性 

1.  課題及び対応の方向性の整理に向けた前提 

KDB システムは、保険者からの委託を受けて個人の健康に関するデータを作成し提供するこ

とで、国保保険者の効率的かつ効果的な保健事業の実施をサポートすることを目的として構築

されている。これまで保健師等が手作業で行ってきた健康づくりに関するデータ作成の効率化

を通じ、国保保険者の地域の現状把握や健康課題の把握において重要な役割を担ってきた。 

しかし、昨今の国の動き（第 1 章）、部会における検討結果等（第 3 章）を踏まえると、KDB

システムには従来の役割を超えた一層の保険者支援が期待されているところである。 

このため、新たに「医療費適正化に資する支援」、「保険者努力支援制度等における支援」、「介

護保険制度及び地域包括ケアシステムにおける支援」、「都道府県のニーズに対応するデータ提

供等の充実」等についても KDB システムで対応すべき課題と認識し、今後の KDB 等利活用の

推進・高度化に向けた課題と対応の方向性について検討する。 

また、部会の各検討事項を「個別課題」と、「共通課題」に大別した上で、KDB 等利活用の

推進・高度化に向けた課題を再構成した。部会の検討事項と再構成した課題の対応関係は、図 

19 のとおりである。 

なお、ここに挙げた対応を推進するためには、「2.6.各種課題への対応を推進するにあたり必

要なシステム開発等における連合会・中央会の費用及び人員体制面の強化」として挙げている

とおり、保険者、連合会及び中央会の人員体制面の強化が必要である。また、KDB システムの

システム改修を伴う対応については、システム開発及び保守・運用費用の確保が必要である。 

 

   

図 19 部会の各検討事項と KDB等利活用の推進・高度化に向けた課題の関係性 

 

①市町村等のデータヘルス事業
に関するデータ活用

②地域包括ケアシステムに関す
るデータ活用

③都道府県でのデータ活用

④被用者保険とのデータ連携・
活用

⑤ＫＤＢデータの分析指標や新た
なデータ分析手法の導入

⑥その他（ＫＤＢデータ活用に関
すること）

2.2. 保険者努力支援制度等における支援に資するデータ提
供等の充実

2.1. 医療費適正化に資するデータ提供等の充実

2.3. 介護保険制度及び地域包括ケアシステムにおける支援
に資するデータ提供等の充実

2.4. 都道府県のニーズに対応するデータ提供等の充実

2.5. 保険者の各種取組みの更なる推進に向けた諸課題

2.5.1. 各種取組みの計画、データ集計及び分析を円滑に
推進するための支援の検討

2.5.2. KDBシステムと他システムのデータを組み合わせた
分析を行う仕組みの検討

2.5.3. KDBシステムの利便性の強化・普及策の検討

2.6. 各種課題への対応を推進するにあたり必要なシステム

開発等における連合会・中央会の費用及び人員体制面
の強化

【 検討事項 】 【 課題 】

※課題の項番は、本報告書の節番号と対応している

2.5.4. KDBシステムデータの第三者提供の検討

個
別
課
題

共
通
課
題
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2.  KDB 利活用の推進・高度化に向けての課題とその対応の方向性 

2．1． 医療費適正化に資するデータ提供等の充実 

2．1．1． 課題の内容 

利活用調査から、医療費適正化に向けた個別保健事業の実施に資するためのデータ分析23に

関しては、国保保険者へのデータ提供は多かったことが分かった。このことから、国保保険者

からのそのニーズが高いことが考えられる。 

これに関しては、①個人の評価、事業評価24、費用対効果の評価のあり方を検討すること、②

統計処理やデータ分析を実施する人材を育成すること等が課題である。 

また、部会においては、KDB システムで分析したデータについて、専門職や職員だけではな

く、地区の住民と一緒に考えることも重要で、その際、地区や世代に多い疾患のみではなく、

生活習慣と組み合わせた分析ができるとよいとの意見があった。 

これに関しては、①質問票と組み合わせて考えるべき疾患が掲載された帳票が必要であるこ

と、②質問票や SMR25等の情報を組み合わせ、見える化して提示すること、③帳票データを分

析することが課題である。 

他方、第三期の医療費適正化計画にかかる取組みの進捗状況の客観的な評価等にあたっては、

必要なデータを都道府県が活用・分析できる環境整備や体制強化が求められている。また、都

道府県内の医療費の適正化については、都道府県（一般行政）と保険者が同じ意識をもって共

同で取り組む必要があるとされている26。 

また、短期間のみの医療費の評価では、将来的な医療費増減の要素を見逃してしまう可能性

があるため、長期間、医療費と介護給付費を累積できるような仕組みの構築やデータ保有期間

のあり方を検討することが課題である。 

 

2．1．2． 対応の方向性 

医療費適正化に関して、保険者等からのニーズが高いと考えられるデータ分析に資するデー

タ提供等の充実のため、以下の方向性にて対応を検討する必要がある。 

特に、下記 a）については、後述するモデル事業を実施し、実施過程と結果全般を他保険者へ

展開することで、他保険者が KDB システムの機能をより実践的に把握できると考えられる。 

 

a）保険者等からのニーズが高いと考えられるデータ分析の内、KDB システムで既に対応済の

データ分析については、その分析例の取りまとめや周知を行う。 

                                                        
23 利活用調査結果によると、糖尿病重症化予防、糖尿病以外の生活習慣病予防、重複服薬、重複・頻回受診、後発
医薬品等のデータ分析のニーズが高いと考えられる。 

24 例えば、健診事業実施前後の差が有意か否かを検定することを支援する等。 
25 標準化死亡比（Standardized Mortality Ratio）。人口構成の違いを除去して死亡率を比較するための指標。 
26 都道府県のガバナンスの強化について（保険者協議会の位置付け等）第３期の医療費適正化計画について／高
齢者医療確保法第 14 条について（平成 29 年 10 月 4 日、厚生労働省保険局）p.2～p.3 
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b）KDB システムで対応済のデータ分析の内、生活習慣病の治療中断者の把握等、見える化の

余地があるものについては、今後の見える化に向けてのデータ加工手順、機能の整備等を

検討する。 

 

c）質問票（生活習慣）と疾患や、疾患と検査の実施有無の関係性を示す帳票またはツールの

作成、分析手法を検討する。その際、生活習慣、検査結果、疾患の有無との因果関係を精

査する必要もあるため、時系列の分析ができるよう考慮する必要がある。 

 

d）KDB システムで現状未対応であり、他システムで実現可能な分析については、他システム

での対応を検討することが望まれる。一例として、後発医薬品の使用割合にかかる集計は、

国保総合システムで可視化が可能である。従って、KDB システムの機能追加、他システム

との連携等、保険者等からのニーズに応えるための最適な実現方式を検討する。 

 

e）肺炎球菌ワクチンの接種等の予防接種における費用対効果等の事業評価手法を検討する。 

 

f）保健事業で効果が得られる医療費適正化対策等を継続するため、保健事業以外の様々な要

因を勘案し、分析する手法を、今後、検討する。 

 

2．2． 保険者努力支援制度等における支援に資するデータ提供等の充実 

2．2．1． 課題の内容 

厚生労働省は社会保障審議会医療保険部会において、都道府県の保険者努力支援制度（第 1

章の「2．3．保険者努力支援制度等」を参照）において、KDB システムを活用した都道府県内

の医療費分析、市町村への結果の提供等による医療費適正化への取組みをインセンティブの評

価項目に位置付け支援していくと報告している。 

利活用調査から、保険者努力支援制度等の支援のためのデータ活用について、連合会は、結

果的に同制度等に資するようなデータ提供を行っていた。しかし、連合会から明示的に同制度

等を支援する目的でデータ提供を行っていなかったため、意識して同制度等に活用している保

険者は少なかったことが分かった。 

したがって、KDB データから同制度の評価指標に沿った分析ができることを周知することに

より、国保保険者は評価指標が達成できているかどうか判断すること、そして未達成の場合に

は達成するための事業を実施することが必要である。 
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以上を踏まえると、保険者努力支援制度等27を意識し、指標に沿った分析や保健事業の実施に

必要なデータ提供を、国保保険者にとって分かりやすくし、かつ充実させることが課題である。 

 

2．2．2． 対応の方向性 

保険者努力支援制度等の指標に沿った分析や保健事業の実施に必要なデータ提供等を充実さ

せるため、以下のとおり対応する必要がある。 

 

a）国保保険者支援として、保険者努力支援制度等を意識して指標に沿った分析や保健事業を

実施するために、どのようなデータが必要なのかを検討する。 

 

b）保険者努力支援制度等の指標の内、結果的に KDB システムで既に対応可能な指標、または

平成 30 年度にリリースする機能で対応可能な指標については、KDB システムの活用マニ

ュアルを作成し、中央会のホームページ等で公開することを検討する。 

 

c）KDB システム及び他システムで未対応の指標（がん検診28や歯周疾患（病）の受診率29の指

標等）については、KDB システムまたは他システムでの対応可否の検討が望まれる。 

 

2．3． 介護保険制度及び地域包括ケアシステムにおける支援に資するデータ提供等の充実 

2．3．1． 課題の内容 

（1） 介護関連データ分析の充実について 

利活用調査及び部会員意見から、地域包括ケアシステムに関して、KDB システムに介護デー

タを増やすとともに介護関連データ分析の充実が必要であることが分かった。 

例えば、医療データ（例えば、入院に関するデータ）と介護データ（例えば、介護給付サー

ビスに関するデータ）を突合し、分析することにより、事業所の評価の実施、介護老人福祉施

設等の質の評価をするための要介護認定データと死亡事由の分析、医療データを活用して介護

認定に至ったときの疾患を明らかにすること等に活用するといった意見もあり、介護保険制度

及び地域包括ケアの視点を重視した統計の充実が課題である。 

 

                                                        
27 ここでは以下のとおりとする。 

 a)保険者における予防・健康づくり等のインセンティブ 

  ・保険者努力支援制度（市町村分、都道府県分）（厚生労働省保険局国民健康保険課） 

  ・国民健康保険組合における保険者インセンティブ（厚生労働省保険局国民健康保険課） 

  ・後期高齢者医療における保険者インセンティブ（厚生労働省保健局高齢者医療課） 

 b) 平成 30 年度保険者機能強化推進交付金（市町村分、都道府県分）に係る評価指標（厚生労働省老健局介護保
険計画課） 

28 がん検診については電子データ化されていないため、KDB システムでは対応してない。 
29 歯周疾患（病）にかかるデータについては、KDB システムに取り込んでいない。 
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（2） 新たなデータ連携のあり方について 

部会において、介護保険に係る基本チェックリストや日常生活圏域のニーズ調査と KDB シ

ステムとの連携が必要ではないかとの意見があった。これは、例えば、閉じこもりと尿失禁の

関係等、新たに見えてくるものがあるのではないかとの指摘である。 

これに関しては、KDB システムと基本チェックリストや日常生活圏域のニーズ調査との組み

合わせによる分析の実現が課題である。また、現在、基本チェックリスト及び日常生活圏域の

ニーズ調査はデータ連携されていないので、その実現も課題である。 

 

（3） その他のデータ突合について 

部会において、効果的な保健事業に資する施策を検討するために、医療費や介護データを

KDB システムとあわせて分析し、施策作りに活かすことが必要ではないかとの意見があった。

介護予防事業（例：地域サロン等）に参加した者の参加前後における医療費の比較分析により、

施策の効果検証をするような取り組みが可能となるという意見があった。 

これに関しては、介護保険制度の平成 30 年度保険者機能強化推進交付金に係る評価指標（第

1 章の「2.3.2.介護保険における保険者インセンティブ」を参照）に係る国の今後の検討状況に

注視しつつ、①医療費や介護データから介護給付・医療給付の双方の適正化の実現に向けた介

入ポイントになり得るデータを選択できること、②KDB データとその他のデータをあわせて分

析できることが課題である。 

なお、上記①及び②を目的とした、KDB データと他のデータを突合するためのツール等は用

意されておらず、また、平成 30 年度保険者機能強化推進交付金に係る評価指標についても、平

成 30 年 2 月 28 日に厚生労働省から示されたばかりであり、KDB システムの仕様には反映され

ていない。 

 

2．3．2． 対応の方向性 

介護保険制度及び地域包括ケアシステムの支援に資するデータ提供等を充実させるため、以

下のとおり対応する必要がある。 

 

a）介護保険の保険者への支援として、保険者機能強化推進交付金に係る評価指標に沿った分

析や高齢者の健康づくり・介護予防を実施するために、どのようなデータが必要とされる

のかを検討する。 

 

b）介護保険の保険者機能強化推進交付金に係る評価指標の内、結果的に KDB システムです

でに対応可能な指標、または平成 30 年度にリリースする機能で対応可能な指標について、

KDB システムの活用マニュアルを作成し、中央会のホームページ等で公開することを検討

する。 



56 

c）医療データと介護データによる分析に基づき、在宅療養の現状把握や事業所の評価等（例

えば、介護老人福祉施設等の質の評価等）に活用するといった、介護保険制度及び地域包

括ケアの視点を重視した統計情報の充実を検討する。 

 

d）保険者が、平成 30 年度保険者機能強化推進交付金に関する評価指標を達成するため、例え

ば介護給付・医療給付双方の適正化に必要な機能（介護と医療・健診に関わるデータ突合

の内、KDB システムで実装していない突合機能を含む。）の取扱いを検討する。 

なお、本取組みの推進に向けては、高齢者の健康づくり・介護予防を支援する観点から、

介護保険制度を視野に入れた、市町村における国保部門と介護部門の連携促進についても

併せて検討する必要がある。 

 

e）保険者が KDB システムの機能をより実践的に把握できることを目的とした、KDB システ

ムの機能を十分に活用したモデル事業を実施、及び実施過程と結果全般について他保険者

への展開を検討する。 

 

 

図 20  KDB システムの機能の実践的な把握を目的としたモデル事業の実施イメージ 

 

f）KDB システムに対し、上記 a）から e）を実現するために必要な、介護関連データの充実30

（認定調査票等に記載がある介護の必要時間、要介護の認定期間、訪問看護等の介護給付

及び主治医意見書に関するデータ等）を検討する。 

 

  

                                                        
30 KDB システムでは平成 30 年度のリリース機能により、介護に関するデータのうち、介護給付費、要介護度、
施設/在宅のサービス区分が表示される予定である。 

国保中央会 保険者国保連合会

：

：

：

①連合会及び保険
者を選定し、モデル
事業を実施

②実施結果を展開
－事業概要
－活用したKDBシステムの機能
－活用方法
－アウトプット

：
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2．4． 都道府県のニーズに対応するデータ提供等の充実 

2．4．1． 課題の内容 

現在（平成 30 年度）、都道府県においても KDB システムに収集・登録・加工・集計された各

データを活用することは可能である。 

しかし、KDB システムは、市町村及び組合の国保保険者の保健師等が保健事業に活用できる

ように設計されており、都道府県が策定する各種計画（医療計画、医療費適正化計画、健康増

進計画、介護保険事業（支援）計画等）に資するような設計とはなっていない。 

平成 30 年度からの国保の都道府県単位化に対応し、都道府県が KDB システムによって市町

村別や都道府県内共通の課題の把握のためのデータ活用を行うことを可能とすることが喫緊の

課題である。 

 

2．4．2． 対応の方向性 

都道府県の課題及びニーズに対応するデータ提供等を充実させるため、以下のとおり対応す

る必要がある。 

 

a）都道府県が各種施策を立案する際に活用するデータのニーズを把握した上で、各種計画（医

療計画、医療費適正化計画、健康増進計画、介護保険事業（支援）計画等）に活用ができ

るマクロ系の統計情報のさらなる充実と提供を検討する。 

 

b）都道府県が医療費適正化等にかかる問題点を認識し、その後の詳細分析に繋げていくため

の、全体的な状況が分かるデータ（国保の医療費の動向にかかるデータ等）の充実を検討

する。また、県内全市町村の一覧化ができる仕組みを検討する（図 21 を参照）。 

 

  

図 21 KDBシステムの帳票における県内全市町村の一覧化のイメージ 

 

平成30年度 人口総数（人）
高齢化率（％）
（65歳以上）

被保険者数（人）
（加入率％）

被保険者
平均年齢（歳）

出生率
（人口千対）

死亡率
（人口千対）

財政指数

保険者 8,431 17.8 2,301(24.5) 50.4 12.1 8.0 1.2

県 7,158,136 20.6 202,051(4.5) 49.2 9.8 8.1 0.8

同規模 10,098 21.3 2,792(23.2) 52.9 9.6 8.2 0.7

国 14,316,272 20.6 303,102(3.8) 50.9 9.7 8.0 0.5

保険者番号： 00XXXXXX
保険者名 ： A市

傘下の全保険者の指標を参照したい場合、保険者を指定して
一表ずつ確認する必要がある

平成30年度 人口総数（人）
高齢化率（％）
（65歳以上）

被保険者数（人）
（加入率％）

被保険者
平均年齢（歳）

出生率
（人口千対）

死亡率
（人口千対）

財政指数

A市 8,431 17.8 2,301(24.5) 50.4 12.1 8.0 1.2

B市 8,136 18.6 1,951(21.5) 47.2 8.8 8.0 0.9

C市 9,098 20.3 2,792(24.0) 52.9 10.0 8.1 0.6

D市 3,272 21.0 502(13.8) 54.1 7.7 8.2 0.7

傘下の全保険者の指標を一表で確認できるように改善
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c）都道府県向けの KDB システムについての詳細な活用事例（都道府県単位での保健事業の

評価の実施に活用）を示したマニュアルの作成及び操作研修並びにモデル事業等の実施を

検討する。 

 

2．5． 保険者の各種取組みの更なる推進に向けた諸課題 

2．5．1． 各種取組みの計画、データ集計及び分析を円滑に推進するための支援及び実施のため

の人材育成の検討 

（1） 課題の内容 

保険者努力支援制度等への対応や医療費適正化等にかかる各種取組みの計画、データ集計及

び分析を推進するためには、保険者・連合会には医療費分析等に関する知識取得が求められる。 

一方で、保険者においては、定期的な人事異動があるため、ノウハウを蓄積することが困難

である。そのため、保健所の保健師等の専門職を含めた勉強会の実施、国立保健医療科学院が

実施する研修の活用等を検討する必要がある。 

また、保険者におけるノウハウの蓄積を連合会職員が支援するという考え方もある。ただし、

その場合は連合会職員の人材確保・育成が求められる。 

これらの取組みを保険者・連合会が円滑に推進するための支援策の実施が課題である。 

 

（2） 対応の方向性 

国保及び後期保険者・連合会が保険者努力支援制度等の対応や医療費適正化等にかかる各種

取組みを円滑に推進するため、表 24 のような対応例を参考に、対応する必要がある。 

表 24 保険者・連合会の各種取組みを円滑に推進するための今後の対応例 

No システム区分 対応例 

1 
システム系 KDB システムの各帳票 CSV に出力されている情報を個人単位に紐付ける機能の提供

を通じた、健診・医療・介護にまたがる分析の強化 

2 集計値の県内市町村間の比較機能の強化による、保険者自己分析の支援強化 

3 年齢調整機能の導入による、地域間の比較の統計精度の向上 

4 
健診・医療・介護データからどのような事業を展開すべきかの提案等、取組みの効果

的・効率的な推進を支援するための AI（人工知能）の活用 

5 

取組みの効果をより簡便に評価（個人の評価、事業評価、費用対効果の評価）するた

めのシステム機能の提供（特に、保険者ニーズが高いことから、医療費適正化にかか

るデータ分析を重点事項として取り扱う） 

6 

中央会に集積された KDB システムのデータの活用を更に促進させるために、中央会側

の分析事業として以下の取組みを実施することが望ましい。 

・試行分析の実施（先発医薬品から後発医薬品への転換状況、要介護度の変化状況等） 

・分析に係る費用負担・体制強化等の検討 

・連合会等からの分析依頼ルールの策定、ルールに則した分析事業の運用 

7 
非システム系 学識者との連携による分析や、データの分析・活用ができる保険者、連合会及び中央

会職員の人材育成に向けた組織基盤づくりの検討 
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2．5．2． KDB システムと他システムのデータを組合せた分析を行う仕組みの検討 

（1） 課題の内容 

部会において、被用者保険、国保及び後期についてデータを紐付けた上で、経済状況（課税

世帯、高額納税者等）を基準に分析できるとよいとの意見、また、介護、精神、生活保護の問題

を重層的に分析できるようにすべきとの意見もあった。 

これに関しては、KDB システムは被用者保険及び生活保護受給者は対象外であり、また、経

済状況等のデータは存在せず、さらに、生活保護受給者に関してはデータの電子化に係る法整

備も整っていない状況である。 

したがって、それらのデータとの連結について、どのように検討を進めるべきかが課題であ

ると考えられるが、これは保健医療データプラットフォームの検討領域であるので、その動向

を見極める必要がある。 

また、保険者努力支援制度等の対応や医療費適正化にかかる幅広いニーズに柔軟に対応する

ため、KDB システムと他システムのデータを組合せた分析を行う仕組みについて検討する必要

がある。 

 

（2） 対応の方向性 

KDB システムで作成したデータと他システムが作成したデータを組合せた分析の実現に向

けて対応する必要がある。 

なお、組合せる他システムのデータと、その分析目的等の例は、表 25 のとおりである。 

ただし、組合せる他システムのデータによっては、電子データ化等の法整備や、オンライン

資格確認や被保険者番号個人単位化等に関する国の施策の動向を踏まえつつ、国からの協力依

頼に基づき検討する必要がある。 

 

表 25 組合せる他システムのデータと分析目的等の例 

No データ 分析目的例 

1 

保険者の個別保健事業にかかる

データ 

・個別保健事業の効果にかかる分析のため 

・国保の予防事業と介護予防事業、後期高齢者の保健事業を一体的

に分析するため 

2 

介護保険審査支払等システムの

データ 

 

・社会参加の状況に応じた生涯介護費用と医療費用の分析のため 

・訪問看護や在宅療養にかかる分析のため 

・介護予防事業（介護予防における配食サービスと通所系サービス

の効果の違い等）にかかる分析のため 

3 

地域包括ケア「見える化」シス

テムにかかるデータ 

・日常生活圏域ニーズ調査等にかかるデータを用いた、閉じこもり

と尿失禁の関係性にかかる分析のため 

 （高齢者の特性に応じた支援をするため） 

4 

被用者保険や生活保護受給者等

のデータ 

・経済状況（課税世帯、高額納税者等）を基準とした分析のため 

・生活保護の要因となった疾病にかかる分析のため 

・連携協定等の締結による、全国健康保険協会等とのデータ連結等

により、住民全体の健康状態を分析するため 
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5 
訪問看護にかかるデータ ・訪問看護（医療と介護）の利用状況にかかる分析のため 

 

6 
自立支援医療にかかるデータ 

 

・障害者総合支援法における自立支援医療の状況と、国保等の医療

受給の状況を一体的に分析するため 

 

 

2．5．3． KDB システムの利便性の強化・普及策の検討 

（1） 課題の内容 

利活用調査や部会員意見から、KDB システムは一定の評価をすることができるとはいえ、利

活用する上での取り扱いデータ範囲の不足、機能面での不足、利活用する市町村職員等のスキ

ル不足等に関する指摘もあった。 

以上を踏まえると、KDB システムの利便性を高めること、KDB システムの一層の利活用を

促進する普及策等を実施することが課題である。 

 

（2） 対応の方向性 

KDB システムの利便性強化等のため、現時点で KDB システムに寄せられている改善要望の

例（表 26）をふまえて、以下のとおり対応する必要がある。 

 

a）KDB システムへの改善要望について整理し、KDB システムを改善すべきものなのか、利

用者の KDB システムを操作する上でのスキルに起因するものなのか精査を行い、前者に

ついては費用対効果を踏まえて対応を検討する。 

 

b）KDB システムの機能性・利便性の継続的な改善に向け、現状の KDB 等データ利活用状況

の実態把握と分析等を定期的に実施する仕組みを構築することを検討する。 

 

c）その際は、KDB システムのユーザーである保険者や連合会にとって負担のかからないこと

や、収集した情報の分析等がしやすいことに留意し、ユーザーにとって複雑・煩雑でない

回答・入力方式の採用等を検討する。 

 

d）マニュアル・研修の充実を検討する。ただし、マニュアルの改訂・拡充を図ることは重要

ではあるものの、分量が多くなりすぎると扱い難くなる場合もあるので注意が必要である。

KDB システムに不慣れな利用者を対象とした記載や分冊化等の工夫についても検討する。

また、利用者による KDB システムの活用を促進するための見本データの公開も検討する。 

 

e）KDB システムの現在のデータ保有期間である 5 年間を超えて保有しなければならないデ

ータの整理及びデータ保有期間についての検討が必要である。 
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表 26 現時点で考えられる機能改善の例 

No 項目 要望内容 

1 

基本データセット等の提供 保険者の取組みの推進に向けた、KDB システムから出力できる情報の基本セッ

ト等の提供（必要に応じて保険者が情報の追加・加工を行えるようにする） 

例：データヘルス計画等の評価に活用できる単年度ごとの表等の作成機能の追

加 

2 
明細情報を詳細表示する機

能の追加 

集計情報から集計元となる明細情報を詳細表示する機能の追加 

3 集計要件参照機能の追加 KDB システムの画面から直接集計要件を参照する機能の追加31 

4 
データクリーニング機能の

精度向上 

KDB システムのデータの信頼性向上を目的としたデータクリーニング機能の

更なる精度向上 

5 
画面最大（最小）化・拡大

（縮小）機能の追加 

画面の最大・最小化、拡大・縮小機能の追加や、画面を閉じるための「×」ボ

タン機能の追加 

6 
画面遷移項目（トリガー）

の明確化 

画面遷移可能箇所（クリック可能場所）が一目で分かるよう改善 

（色・枠線統一、クリック可能箇所の視覚化、カーソル形状変化） 

7 
画面・CSV 間の個人突合・

資格有無情報の容易性向上 

KDB システムの各帳票 CSV に出力されている情報に、個人を識別するための

キー情報や、資格情報（資格得喪年月日、資格喪失事由等）を付与 

8 地区割の履歴管理 地区割等の設定を変更した場合は、変更前の履歴が残るように改善 

 

 

2．5．4． KDB システムデータの第三者提供の検討 

（1） 課題の内容 

部会において、大学と保険者、都道府県と大学、連合会等が一体となってデータ分析を展開

していくことが望ましいとの意見があった。 

他方、KDB システムの更なる利活用の拡大を図るためには、学識者による KDB システムの

利活用を推進させることも必要との意見があったので、学識者向けのデモデータ等の作成・提

供を検討することも考える必要がある。 

また、今後は、ビッグデータの一つとして KDB システムのデータも、例えば NDB システム

のオープンデータのように、学術研究者等からデータ提供の依頼が高まることも予想される。 

これらに関しては、KDB システムデータは保険者が所有するものであって、現時点では、第

三者と保険者との個別合意に基づかない限り、保健事業の実施を支援する目的以外の利用及び

当該保険者以外への提供はできない。そのため、提供するとすれば KDB システムデータの第三

者提供に関するルールづくり及び第三者提供による学術研究の成果の保険者への還元のあり方

が課題となる。 

 

  

                                                        
31 KDB システムの各種帳票の集計要件は既に参考資料として整理され、KDB システムの利用者向けに公開され
ている。 
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（2） 対応の方向性 

第三者提供について、現時点で実現可能性が高いのは、第三者と保険者の個別同意に基づい

て第三者提供を実施することと考えられる。 

ただし、個別同意の取り付けは、第三者提供の円滑な実施を困難にすると考えられるため、

保険者同意を集約的に実施するためのあり方として、国による新しい指針の整備や、国による

保険者同意の後押し等が求められる。 

また、第三者提供データを使用した学術研究について、公共性及び有用性が示されていくこ

とが必要であり、加えて、セキュリティレベル等に関する審査体制・手続きの整備、並びに学

術研究の成果を保険者に還元する仕組み作り、費用負担のあり方について検討が必要と考えら

れる。  

 

2．6． 各種課題への対応を推進するにあたり必要なシステム開発等における連合会・中央会の費

用及び人員体制面の強化 

2．6．1． 課題の内容 

これまでに挙げた対応を推進するためには、保険者、連合会及び中央会の人員体制面の強化

が必要である。また、KDB システムのシステム改修を伴う対応については、システム開発及び

保守・運用費用の確保が必要である。 

なお、これまで挙げた KDB 利活用の推進・高度化に向けての課題への対応については、連合

会・中央会における財政面の制約、国からの支援について制約もあることから、費用対効果や

短期・中長期課題等を総合的に勘案し、いかに各対応の優先順位をつけていくかについても検

討が必要である。 

 

2．6．2． 対応の方向性 

これまでに挙げた対応について、保険者、連合会及びその他の関係機関の理解を得ながら推

進すると共に、これらの機関の人員体制面の強化に伴う費用、システム開発及び保守・運用費

用について、国に対しては国庫補助等を求めるとともに、連合会に対しては、適切な負担のあ

り方等を提案していくことが望ましい。 
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～ むすび ～ 

 

平成 25 年 10 月の稼働当初から現在に至るまで、KDB システムは、健康づくりに関するデー

タを全国共通の形式で提供する機能を生かし、これまで保健師等が手作業で行ってきた健康づ

くりに関するデータ作成の効率化、ひいては「保険者の効率的かつ効果的な保健事業の実施の

サポート」という当初の目的に対して広く貢献してきた。 

一方で、昨今の国の動き等を踏まえると、KDB システムには従来の役割を超えた新たな役割

が求められており、委員会や部会等においても、その役割を果たすための機能強化等にかかる

意見・要望が数多く挙がったところである。これらの意見・要望は、裏を返せば KDB システム

に対する期待感の高まりを示すものであり、連合会・中央会としても、健康・医療・介護の質

の向上に寄与するために、これらの要請に応えていくことが期待される。 

 

今回、KDB システムの新たな課題とこれに対応した整理の一例として、「地域包括ケアシステ

ムにおける支援に資するデータ提供の充実」が挙げられる。KDB システムのデータは医療・介

護・健診のデータが個人単位に紐付いている希少なビッグデータであり、制度を跨ぐ重層的な分

析機能の提供等を通じ、地域包括ケアシステムの推進に貢献することができるものである。 

また、部会員からの意見の一例として、「KDB システムの利活用推進に向けて、関係機関が協

業してモデル事業を組み、事業内容や必要なデータを検討する活動を行うこと」が挙げられる。

利用者にとって真に必要な機能の見極めや、開発機能の利活用に向けた普及活動についても取

り組んでいくことが求められる。 
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参考 1．開催経緯 

 

表 参-1  KDB等利活用部会の開催経緯 

回次 開催日 議題 

第 1 回 平成 29 年 11 月 22 日（水） （1）KDB 等利活用部会について 

（2）国保データベース（KDB）システムの概要について 

（3）KDB システム等データ利活用状況調査の結果について 

（4）KDB にかかるプレゼンテーションについて 

（5）国保データベース（KDB）システムの利活用について 

第 2 回 平成 30 年 1 月 31 日（水） （1）KDB システム等利活用に関するプレゼンテーション 

（2）KDB システム等利活用状況調査結果及び KDB 等利活用部会での

部会員の意見から得られた課題について 

（3）KDB システムの利活用について 

第 3 回 平成 30 年 5 月 15 日（火） （1）KDB システム等利活用部会報告書（案）について 

（2）KDB システムデータの第三者提供に関する実現可能性の検討 
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参考 2．KDB 等利活用部会部会員名簿 

 

石黒 靖規 愛知県国民健康保険団体連合会保健事業推進専門監 

石原 公一郎 国民健康保険中央会常勤参与 

岩見 さゆり 滋賀県国民健康保険団体連合会企画・保健課主任保健師 

近藤 克則 
千葉大学予防医学センター社会予防医学研究部門教授 

国立長寿医療研究センター老年学評価研究部長 

榊谷 幸喜 広島県国民健康保険団体連合会保健事業課第一係長 

膳  崇訓 稲城市保険年金課国民健康保険係係長 

○土屋 厚子 静岡県健康福祉部理事健康経営推進担当 

藤内 修二 大分県福祉保健部参事監兼健康づくり支援課課長 

西本 美和 大津市健康保険部長寿政策課地域包括ケア推進室主査 

野島 明子 西宮市国民健康保険課主任保健師 

◎松田 晋哉 
産業医科大学医学部公衆衛生学 

産業保健データサイエンスセンター教授 

横山 徹爾 国立保健医療科学院生涯健康研究部長 

吉村 貴志 長崎県後期高齢者医療広域連合事業課主事 

◎は部会長、○は副部会長。（五十音順、敬称略） 
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参考 3．KDB 等利活用部会オブザーバー名簿 

 

米丸 聡 厚生労働省保険局国民健康保険課課長補佐 

 

小森 康広 厚生労働省保険局高齢者医療課課長補佐 

 

木本 和伸 厚生労働省保険局医療介護連携政策課課長補佐 

 

芝 真理子 厚生労働省老健局介護保険計画課課長補佐 

 

（敬称略・順不同） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


